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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
回次 第64期 第65期 第66期 第67期 第68期
決算年月 2006年３月 2007年３月 2008年３月 2009年３月 2010年３月

売上高（千円） 9,571,99411,490,1979,778,7646,959,2735,516,654

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
240,251 579,410 202,424△329,288△373,612

当期純利益又は当期純損失

（△）（千円）
97,377 302,798 123,054△432,035△510,500

持分法を適用した場合の投資

利益（千円）
－ － － － －

資本金（千円） 595,916 595,916 595,916 595,916 595,916

発行済株式総数（株） 4,605,7604,605,7604,605,7604,605,7604,605,760

純資産額（千円） 3,751,0653,995,4514,090,0413,449,5732,962,287

総資産額（千円） 10,815,13512,776,04911,147,4759,459,2598,916,928

１株当たり純資産額（円） 861.99 920.48 966.54 848.64 748.31

１株当たり配当額

(うち１株当たり中間配当額)

（円）

12.50

(－)

15.00

(－)

12.50

(－)

5.00

(－)

－

(－)

１株当たり当期純利益又は当

期純損失（△）（円）
22.34 69.79 28.70 △103.70 △126.91

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円）
22.20 － － － －

自己資本比率（％） 34.7 31.3 36.7 36.5 33.2

自己資本利益率（％） 2.6 7.8 3.0 △11.5 △15.9

株価収益率（倍） 28.6 8.2 16.6 － －

配当性向（％） 56.0 21.5 43.6 － －

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
700,227 773,189 275,854 779,096 219,259

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△469,897△501,435△349,429△225,317△189,664

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△20,335 △473,354△217,007△164,769△153,140

現金及び現金同等物の期末残

高（千円）
2,996,7982,795,0872,499,3402,888,5572,763,703

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）

（人）

187

(124)

183

(116)

188

(114)

182

(101)

176

(119)

　（注）１．売上高には消費税等は含まれていません。

２．１株当たり純資産額は、期末発行済株式数に基づき算出しています。

３．１株当たり当期純利益又は当期純損失は、期中平均発行済株式数に基づき算出しています。

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益について、第65期及び第66期は、希薄化効果を有している潜在株式が

存在しないため記載していません。第67期及び第68期は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載していません。

５．当社は連結財務諸表を作成していませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載

していません。
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２【沿革】
年月 事項

1943年６月第一工業株式会社を東京都向島区寺島町（現墨田区京島）に設立し、寺島工場を開設

軍需省監督工場となり、航空機、通信機等のセルロイド部品、製品の製造・販売を開始

1944年10月栃木県栃木市箱森町に栃木工場を建設

1945年９月終戦に伴い軍需品より民需品の製造販売に転換し、商号を第一工業株式会社から小野産業株式会社

に変更

1945年10月増産に伴い東京都葛飾区上平井町（現葛飾区西新小岩）に上平井工場を建設

1946年12月東京都墨田区寺島町（現墨田区東向島）に本社を建設し移転

1954年12月セルロイド製品からプラスチック製品に転換すべく、ビニール文具製品及び万年筆部品の製造を開

始

1962年７月業務拡大に伴い埼玉県草加市に草加工場を建設し、上平井工場より移転

1971年７月東京都墨田区京島に本社ビルを建設し、東向島より移転

1975年８月栃木県上都賀郡西方村に西方工場を建設

　1992年 特許商品インジェクションフィルターを開発

1994年４月西方工場敷地内に食品包装容器製造のＦＰ工場を建設

1996年３月栃木県足利市に、子会社株式会社フナトを設立、プラスチック・コンパウンドの生産販売を開始

1997年４月本社を東京都中央区東日本橋に移転

1998年４月西方工場にてＩＳＯ９００２の認証を取得

1999年６月栃木工場にてＩＳＯ９００２の認証を取得

1999年11月日本証券業協会に株式を店頭登録

2000年３月本社機構にてＩＳＯ１４００１の認証を取得

2000年５月ＦＰ工場にてＩＳＯ９００２の認証を取得

2001年２月草加工場にてＩＳＯ９００２の認証を取得

2002年１月高速ヒートサイクル成形でＧＥ社とクロスライセンス契約締結

2002年９月子会社株式会社フナト吸収合併

2003年１月ＩＳＯ９００１への移行完了（全社統括）

2004年９月OSK INTERNATIONAL (H.K.) LIMITED設立

2004年12月日本証券業協会への店頭登録を取消し、株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場

2005年11月本社を埼玉県草加市住吉に移転

2010年２月シンガポール共和国法人のFischer Tech Ltd.と資本業務提携契約の提携

2010年４月ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場に上場
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（小野産業株式会社）と子会社１社（OSK INTERNATIONAL (H.

K.) LIMITED）により構成されており、プラスチック製品等の製造・販売及び金型、金型温調機等装置の販売・技術支

援サービスの提供等を主な業務としています。なお、子会社の資産・売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経

営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、連結財務諸表は作成していません。

　事業系統図は次のとおりです。

　

４【関係会社の状況】

　当事業年度においては、該当事項はありません。

　なお、当社は2010年２月10日にシンガポール共和国法人のFischer Tech Ltd.（ＦＴ社）と締結した資本業務提携契

約に基づき、2010年４月１日に同社が行った第三者割当増資を引き受けました。 

　これにより、当社はＦＴ社の15.7％の株式を所有し、2011年３月期より、同社は当社の持分法適用関連会社となる予

定です。　

 

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

 2010年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

 176 （119） 39.9 14.7 4,042,852

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しています。

２．平均年間給与は、税込支払給与額であり、基準外賃金及び賞与を含んでいます。

(2）労働組合の状況

　労働組合は結成されていませんが、労使関係は円満に推移しています。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

当事業年度におけるわが国経済は、政府の経済対策や中国を始めとするアジア地域での内需拡大による輸出増加等を

要因に、昨年秋以降持ち直してきており、主要企業では収益の改善が見られるようにもなりました。しかしながら、企業

の設備投資は抑制傾向が続き、また、個人の所得環境・雇用情勢は厳しく、緩やかなデフレ状況にあるなど依然として景

気は低迷基調で推移しています。

当社の主要顧客先である家電、自動車業界においては、エコポイントやエコカー減税など政府の経済対策等により薄

型ＴＶを中心とするデジタル家電製品や新車販売台数が増加するなど明るい兆しが見られましたが、いまだ本格的な回

復軌道には乗っておらず業績の改善には時間を要するものと思われます。 

このような経営環境下、当社は、独自のプラスチック成形技術「ＲＨＣＭ（高速ヒートサイクル成形）技術」を主軸

とする高い技術力を武器に国内外で営業を積極展開し、新規取引先の獲得もできました。また、成形品の受注販売のみな

らず、金型、金型温調機等装置、技術・生産コンサルティング等プラスチック成形に付随する技術エンジニアリングビジ

ネスも主軸に加え、営業展開を図っています。

2010年２月にはシンガポールのFischer Tech Ltd.と資本業務提携契約を締結し、当社技術をグローバルに展開する

ための海外での橋頭堡を構築することができました。

このような事業展開を図りましたが、当事業年度の売上高は、一部製品で需要の回復は見られましたものの、個人消費

の低迷が響いていることや主力ユーザーの生産拠点が国内から海外へシフトしていること、また、特に大手顧客のＴＶ

事業の撤退が大きく影響したため、受注が伸び悩みました。この結果、競争激化による生産コスト削減要求とも相俟っ

て、主要製品群で前期を下回り、売上高は55億16百万円と前期比20.7％の減収になりました。

事業収支に関しましては、工場各業務の統合を推進し生産拠点の集約化を行うなど生産効率の向上や固定費の削減等

の施策に努めましたが、売上高の減収を補いきれず、営業損失３億17百万円（前期は営業損失２億91百万円）、経常損失

３億73百万円（前期は経常損失３億29百万円）になりました。最終損益は旧栃木工場の休止に伴う同工場の固定資産の

除却及び減損による特別損失の発生等により当期純損失５億10百万円（前期は当期純損失４億32百万円）になりまし

た。

なお、各分野の売上高の状況は次のとおりです。 

ａ．家電分野

　主力製品であるエアコンは、組立工程の顧客内製化が一層進展したことに伴う単価の切下げによる影響で売上高は

減少しました。その結果、本分野の売上高は11億75百万円、前期比36.2％の大幅な減収になりました。

ｂ．エレクトロニクス分野

　主力製品である薄型ＴＶは、北米・欧州・アジア向けモデルの需要が回復し、また、国内でもエコポイントの実施等

経済対策による需要増の動きが見られましたが、大手顧客のＴＶ事業の撤退が大きく影響しました結果、本分野の売

上高は23億90百万円、前期比13.9％の減収になりました。

ｃ．自動車分野

  減税や補助金の影響によりハイブリッド車を始めとするエコカーを中心に新車販売台数が前期を上回るなど需要

が伸びつつありますが、顧客の生産コスト削減のための海外生産移転が加速していることから本分野の売上高は７億

34百万円、前期比6.6％の減収になりました。

ｄ．その他製品分野

　本分野の主力製品群であるプリン容器等食品容器は、高付加価値成形技術による新規受注が増加し、また、新たに遊

戯部品の受注開拓を達成できたこと等により本分野の売上高は６億９百万円、前期比23.7％の増収になりました。

ｅ．金型分野

　既存顧客の事業の撤退、海外への生産移転、顧客先の製品構成の見直しによる受注モデル数の減少等の影響により、

本分野の売上高は２億73百万円、前期比59.2％の大幅な減収になりました。

ｆ．ＥＲ（Engineering Resource）分野　

　当事業年度から新規分野として独立させた、当社技術資源を複合活用することによって収益を生み出すビジネスモ

デルである本分野においては、東南アジアなどで新規取引先の獲得ができましたが、ＲＨＣＭ仕様の金型温調機等装

置の売上や金型売上が顧客先の設備投資の抑制が続いていることや海外企業の競合品の攻勢等により伸び悩んだた

め、本分野の売上高は３億33百万円、前期比15.1％の減収になりました。

　
※　前事業年度まで各分野に含めて表示していた金型・金型温調機等装置・ライセンス料等手数料収入等の売上については、当事業年度から

新たに当社で成形品の成形を伴う金型の売上は金型分野に、当社内生産を伴わない金型・金型温調機等装置・ライセンス料等手数料収入

等の売上はＥＲ（Engineering Resource）分野として区分表示しています。なお、比較を容易にするため各分野の前期比についても同様に

組み替えて比較を行っています。
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(2）キャッシュ・フロー

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ１億24百万円減少し、27億

63百万円となりました。

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　税引前当期純損失の計上５億円等の要因により一部相殺されましたが、減価償却費３億87百万円、売上債権の減少１

億23百万円、たな卸資産の減少77百万円等を主因に、当事業年度において営業活動の結果得られた資金は２億19百万

円となり、前事業年度に比べ５億59百万円減少しました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

  新規設備等有形固定資産の取得による支出１億65百万円を主因に、当事業年度において投資活動の結果使用した資

金は１億89百万円となり、前事業年度に比べ35百万円減少しました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　長期借入れによる収入９億50百万円等の要因により一部相殺されましたが、長期借入金の返済による支出11億45百

万円、自己株式の取得による支出37百万円等を主因に、当事業年度において財務活動の結果使用した資金は１億53百

万円となり、前事業年度に比べ11百万円減少しました。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

分野別
当事業年度

（自　2009年４月１日
至　2010年３月31日）

前年同期比（％）

製品   

家電（千円） 1,325,745 　     △29.5

エレクトロニクス（千円） 2,305,885 　     △18.0

自動車（千円） 729,589 　    ＋14.8

その他製品（千円） 593,342 　   ＋29.0

合計（千円） 4,954,562 　     △14.4

　（注）１．金額は販売価格により記載しています。

２．上記の金額には、消費税等は含まれていません。

(2）商品仕入実績

区分
当事業年度

（自　2009年４月１日
至　2010年３月31日）

前年同期比（％）

金型・その他（千円） 586,040 　     △34.3

合計（千円） 586,040 　     △34.3

　（注）１．金額は仕入価格により記載しています。

２．上記の金額には、消費税等は含まれていません。

(3）受注状況

分野別 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

製品     

家電 1,123,358　     △37.5 141,075　     △26.9

エレクトロニクス 2,187,763　     △17.5 190,308　     △28.7

自動車 583,959　     ＋23.6 69,782　     ＋173.3

その他製品 638,825 　    ＋27.2 96,444       ＋43.8

製品小計 4,533,907　    △16.4 497,611 　     △9.9

商品     

金型 268,014 　    △58.6 5,655 　     △51.3

ＥＲ 230,568 　    △13.4 8,248 　     ＋156.4

その他商品 325,270 　    ＋32.4 19,819 　     ＋30.4

商品小計 823,853 　    △28.9 33,723 　     ＋12.3

合計 5,357,761　     △18.6 531,334 　     △8.8

　（注）１．受注高及び受注残高の金額はいずれも販売価格により記載しています。

２．上記の金額には、消費税等は含まれていません。

３．ＥＲ分野のうち、ライセンス料等手数料収入等については、上記金額には、含まれていません。　
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(4）販売実績

分野別
当事業年度

（自　2009年４月１日
至　2010年３月31日）

前年同期比（％）

製品   

家電（千円） 1,175,219 △36.2 

エレクトロニクス（千円） 2,264,280 △18.4 

自動車（千円） 539,712 ＋2.2 

その他製品（千円） 609,462 ＋23.7 

製品小計（千円） 4,588,673 △18.6 

商品   

金型（千円） 273,965 △59.2 

ＥＲ（千円） 333,369 △15.1 

その他商品（千円） 320,646 +24.4 

商品小計（千円） 927,980 △29.8 

合計（千円） 5,516,654 △20.7 

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれていません。

２．その他商品の内訳は、エレクトロニクス分野126,149千円、自動車分野194,496千円となっています。

３．前事業年度まで金型・その他として表示していました金型、金型温調機・ライセンス料等手数料収入等、そ

の他商品の販売高については、当事業年度より金型、ＥＲ、その他商品として区分表示しています。

４．最近２事業年度の主要顧客先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりで

す。本表の金額には、消費税等は含まれていません。

前事業年度
（自　2008年４月１日
至　2009年３月31日）

当事業年度
（自　2009年４月１日
至　2010年３月31日）

顧客先 金額（千円） 割合（％） 顧客先 金額（千円） 割合（％）

日立アプライアン

ス(株)
2,213,320 31.8

日立アプライアン

ス(株)
1,321,748 24.0

パイオニア(株) 1,065,130 15.3(株)東芝 726,292 13.2

ソニーイーエム

シーエス(株)
794,101 11.4

ソニーイーエム

シーエス(株)
616,510 11.2

(株)ヴァレオサー

マルシステムズ
751,895 10.8

東芝トレーディン

グ(株)
589,632 10.7

　 　 　
(株)ヴァレオサー

マルシステムズ
583,486 10.6

 

３【対処すべき課題】

経済状況が混迷し、消費者の消費マインドが減退する中、薄型ＴＶ、パソコンを始めとする家電製品は競争激化によ

る価格下落が著しく、メーカーはより低廉な製造コストを求め、アジア地域を中心とする新興国に生産拠点をシフト

させています。 

　そのような中、当社としましては、事業の再構築や収益構造の改善を図るため、以下のような諸施策を課題として認

識し、新しい経営形態への転換を実施してまいります。

(1）固定費の削減

　リーマンショック以降、国内主要ユーザーの海外生産や生産委託に拍車がかかるという厳しい事業環境下、国内生

産の本格的回復には時間がかかるものと思われます。拠って、2010年３月に栃木ＣＲ工場製造課（旧栃木工場）を

休止し、不要設備を除却、減損しています。次事業年度も、更に損益分岐点を低下させるべく、希望退職の募集等によ

る労務費・人件費の削減を始めとする固定費の削減に全社で取り組んでまいります。
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(2）海外拠点での生産及び販売の拡充

　新興国の企業やそこに拠点を持つ国内企業と業務提携するなど生産拠点を日本から中国、タイ、シンガポール等ア

ジア地域へシフトさせ、コスト競争力を高めてまいります。また、それらの拠点を活用した海外での新規顧客開拓に

注力し、景気が回復し消費意欲が旺盛な中国等で拡販を行ってまいります。

(3）新規業界での顧客開拓

　当社の売上高は、家電業界への依存度が高いことから、家電業界の好不調に業績が左右されやすい傾向にありま

す。そのため、より広範な業界での営業展開が課題となっており、自動車、医療機器、包装材等の業界を主なターゲッ

トに新規顧客開拓を行うことを営業戦略の１つと位置づけています。

(4）独自技術の複合化による技術開発

　技術力を強みに他社との差別化を図るため、当社独自技術であるＲＨＣＭ技術（スタンダードＲＨＣＭ）をベー

スに他の技術と組み合わせた複合技術（アドバンストＲＨＣＭ）の開発を推進し、それらを武器に市場のニーズに

適った提案営業を展開してまいります。

(5）技術エンジニアリングビジネスの展開

　プラスチック成形品の製造のみならず当社が長年蓄積した技術力及びノウハウ等を活用してプラスチック成形に

付随する金型及び金型温調機の製造販売、ライセンスの供与、生産・技術コンサルティング等の技術エンジニアリ

ングビジネスを技術・業務提携先を中心に拡販し、当社のサービスの多様化を図ってまいります。

　

４【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、次のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものです。

(1）公的規制について

　企業活動を行うに際し常に環境に配慮することが求められており、今後ともＥＵの環境基準を始め環境に関連す

る法令等の制定及び改正等による規制が厳しくなることも予想されます。また、事業を展開する各国において、様々

な理由による公的規制があり、それによる当社グループの活動に対する制限が生じる場合があります。それらに伴

う費用増加等が、当社の業績と財務状況に大きな影響を与える可能性があります。

(2）原材料価格の変動について

　プラスチック製品等の製造及び販売を主な業務としている当社において、主要原材料であるプラスチックの市況

の急激な高騰若しくは下落が起こった場合は、当社の業績と財務状況に大きな影響を与える可能性があります。

(3）顧客企業業績への依存について

　当社は、当事業年度における売上高の24.3％を日立グループ向けに、23.9％を東芝グループ向けに、17.1％をソ

ニーグループ向けに依存しています。（３社グループ向け合計は65.4％です。）前事業年度で薄型ＴＶの受注によ

り当社の売上高の18.0％を占めていたパイオニアグループが当事業年度では同社の薄型ＴＶ事業の撤退による受

注の大幅な減少により当社業績に大きな影響を及ぼしました。当社は主要取引先のグループの事業動向に影響を受

ける可能性があります。

(4）知的財産権保護の限界について

　当社は、独自技術であるＲＨＣＭ等他社と差別化できる技術とノウハウの蓄積に努めており、各国において特許申

請を実施しています。しかしながら、特定の地域では知的財産権の保護が十分になされていないこともあり、第三者

が当社の知的財産権に類似した製法によりプラスチック製品を製造することを効果的に防止できない可能性があ

ります。

(5）国際活動及び海外進出に潜在するリスクについて

　当社は、国内のみならず海外でもＲＨＣＭアライアンスを構築しており、直接進出と比較してリスクを最小化して

います。しかしながら海外市場への事業進出には、次のようなリスクが内在しています。

①予期しない法律の変更又は規制の強化

②税制又は税率の変更

③政治的又は経済的な理由による外部環境の変動

④テロ、戦争、その他の要因による社会的混乱

(6）災害等によるリスクについて

　当社では、震災、火災等の予期できない事態の発生に対するリスク対応を鋭意検討していますが、これらを完全に

防止又は軽減できる保証はありません。これらの事象が生じた場合は、当社の業績と財務状況に悪影響を与える可

能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

　当社は、2010年２月10日開催の取締役会において、シンガポール証券取引所（ＳＧＸ）メインボード（市場一部に相

当）上場のシンガポール共和国法人であるFischer Tech Ltd.（「ＦＴ社」）との間で、ＦＴ社が実施する第三者割

当増資を引き受け、当社の持分法適用関連会社とすることを含む資本・業務提携を行うことを決議し、提携契約書の

調印をいたしました。

　その概要は次のとおりです。

　(1）資本・業務提携の主旨・理由

　当社は世界で高い評価と、広く製品に採用されている独自技術ＲＨＣＭ技術を開発、自社で生産するとともに、

その技術ライセンスを各国で供与しています。

　ＦＴ社は、当社の技術供与先の有力な１社であり、東南アジア、中国において広く事業を取り組んでいます。特に

ＦＴ社は当社が営業拡大を意図している自動車、医療機器分野、また、欧米顧客にも強い事業基盤を有していま

す。同時にＦＴ社の売上の約半数が本邦顧客向けであり、当社との協業により両社相互の事業に大きな相乗効果

が見込まれています。また、ＦＴ社は、当社が従来手掛けていなかった２色成形、フィルムインサート成形、レー

ザー加工等を得意としていることから、様々な技術の共同研究開発も見込まれており、資本・業務提携を行いま

した。

　また、本契約締結によりＦＴ社との業務提携に当面の経営資源を集中するため、2009年６月23日開催の取締役会

で決議し、中国江蘇省に予定していました海外子会社の設立を2010年３月９日開催の取締役会の決議により中止

することとしました。

　なお、ＦＴ社が行った第三者割当増資は2010年４月１日に引受を完了しています。　

　(2）資本・業務提携先の会社の概要

① 商号　 Fischer Tech Ltd.

② 代表者 Tan Choon King (President&CEO)

③ 本店所在地 12 Loyang Way4, Loyang Industrial Estate, Singapore 507602

④ 主な事業内容 自動車、スマートフォン、医療機器、コンピューター及び家電製品等向けのプラスチック成形

品製造販売

⑤ 設立年月日 1994年６月28日

　(3）取得株式数、取得価額及び持分比率　

取得株式数 普通株式　42,893,177株

取得方法 第三者割当増資の引受による取得

取得価額 8,578千シンガポールドル（日本円換算で約５億80百万円）

持分比率 15.70％　

　

６【研究開発活動】

当社は、経営の基本方針の一つとして、企業競争力の強化・技術集約型企業への推進を掲げており、プラスチック加

工領域における独自技術を開発し、その成果を広く普及させることを主眼として研究活動を進めています。

当社が独自開発した射出成形技術である高速ヒートサイクル成形（スタンダードＲＨＣＭ）技術に複合技術を組

み合わせ（アドバンストＲＨＣＭ）、フィルムインサート成形技術（Ｒ＆Ｉ）と無反射シボ技術という新たな独自技

術を開発しました。

これらの新技術は、講演会、新聞掲載、専門誌への発表を通して各方面から注目が集まりました。

無反射シボ技術とは、ＲＨＣＭの特徴である転写精度の高さと、金型表面に光の反射を抑える特殊な独自のシボを

開発し組み合わせることで、従来高価な反射防止塗装をしていた製品を無塗装化し、コスト及び環境の負荷低減を実

現しました。

この効果が認められ大手自動車メーカーの車両へ採用されました。

一方、スタンダードＲＨＣＭにおいても、ウェルドレス・高光沢・高転写を活かして薄型ＴＶ枠、壁掛けエアコン、

カーオーディオで使用し、新規分野の医療機器にも採用され実績をあげています。引き続きＲＨＣＭをコア技術とし、

広範な用途に応用できる技術として開発推進と国内外での普及を図っていきます。

なお、当事業年度の研究開発費は１億48百万円でした。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものです。

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されています。この財務

諸表作成に当たりまして、金融商品の時価の算定方法とその算定に当たり用いた重要な仮定は、適切なものと判断し

ています。なお、その他個々の重要な会計方針及び見積りは「第５　経理の状況」をご覧ください。

(2）財政状態の分析

（流動資産）

　当事業年度末における流動資産の残高は、47億82百万円（前事業年度末は50億81百万円）となり、２億98百万円減少

しました。この減少は、現金及び預金の減少（前事業年度末28億88百万円より27億63百万円へ１億24百万円の減少）

及び売上債権の減少（前事業年度末18億34百万円より17億10百万円へ１億23百万円の減少）が主な要因です。

（固定資産）

　当事業年度末における固定資産の残高は、41億34百万円（前事業年度末は43億77百万円）となり、２億43百万円減少

しました。この減少は、保有株式の時価の上昇による投資有価証券の増加（前事業年度末１億80百万円より３億16百

万円へ１億36百万円の増加）があったものの、使用用途見直しに伴う有形固定資産から投資その他の資産への振替２

億39百万円を含む有形固定資産の減少（前事業年度末38億58百万円より32億８百万円へ６億49百万円の減少）が主

な要因です。

（流動負債）

　当事業年度末における流動負債の残高は、33億49百万円（前事業年度末は30億43百万円）となり、３億６百万円増加

しました。この増加は、１年内返済予定の長期借入金の増加（前事業年度末10億82百万円より13億円へ２億18百万円

の増加）が主な要因です。

（固定負債）

　当事業年度末における固定負債の残高は、26億５百万円（前事業年度末は29億66百万円）となり、３億61百万円減少

しました。この減少は、長期借入金の減少（前事業年度末27億86百万円より23億72百万円へ４億13百万円の減少）が

主な要因です。

（純資産）

　当事業年度末における純資産の残高は、29億62百万円（前事業年度末は34億49百万円）となり、４億87百万円減少し

ました。この減少は、当期純損失計上等による利益剰余金の減少（前事業年度末23億38百万円より18億７百万円へ５

億30百万円の減少）が主な要因です。

(3）経営成績の分析

（概況）

　当事業年度の売上高は55億16百万円（前事業年度は69億59百万円）、経常損失は３億73百万円（前事業年度は経常

損失３億29百万円）、当期純損失は５億10百万円（前事業年度は当期純損失４億32百万円）となりました。

（売上高） 

　高い技術力を武器に新規の取引先を獲得するなどしましたが、主力ユーザーの生産拠点が国内から海外へシフトし

ていること、また、特に大手顧客のＴＶ事業撤退が大きく影響した結果、当事業年度の売上高は55億16百万円（前事業

年度は69億59百万円）となりました。

（営業費用） 

　売上高の減少や役員をはじめ従業員の給与一時カット等による人件費の圧縮、年金制度移行による退職給付費用の

減少、原価低減のため外注加工費を削減したことより、当事業年度における売上原価と販売費及び一般管理費の合計

金額は、58億33百万円（前事業年度72億50百万円）となりました。

（営業外損益）

　当事業年度の営業外収益は46百万円（前事業年度は59百万円）で13百万円の減少となりました。営業外費用は１億

２百万円（前事業年度は98百万円）で4百万円の費用増加になりました。この主な要因は、受取配当金の減少８百万円

です。

（特別損益）

　当事業年度の特別利益は30百万円（前事業年度は10百万円）で19百万円の増加となりました。特別損失は１億57百

万円（前事業年度は59百万円）で98百万円の費用増加になりました。この主な要因は、旧栃木工場の休止に伴う固定

資産の減損損失63百万円の計上、早期退職者に対する早期割増退職金18百万円の計上です。
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(4）キャッシュ・フローの分析　

　減価償却費の計上（３億87百万円）、減損損失の計上（63百万円）、売上債権の減少（１億23百万円）等がありまし

たが、税引前当期純損失の計上（５億円）、有形固定資産の取得による支出（１億65百万円）等の要因により、当事業

年度末における現金及び現金同等物は、前事業年度末に比べ１億24百万円減少し、27億63百万円となりました。

　なお、当社のキャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりです。

 2006年3月期2007年3月期2008年3月期2009年3月期2010年3月期

自己資本比率（％） 34.7 31.3 36.7 36.5 33.2

時価ベースの自己資本比率（％） 25.8 20.7 18.0 16.1 12.0

債務償還年数（年） 7.2 6.0 16.5 5.8 20.2

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 9.5 9.2 3.4 8.4 2.2

注）自己資本比率：自己資本／総資産　　時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

１．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済総株式数により算出しています。

２．営業キャッシュ・フローはキャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しています。有利子負債は、

貸借対照表に計上されている負債のうち利子を払っている全ての負債を対象としています。また、利払いについては、キャッシュ

・フロー計算書の利息の支払額を使用しています。 

(5）経営成績に重要な影響を与える要因について

　当社を含むプラスチック成形加工業界では、顧客の国内から海外への生産移転に伴い、業界内での競争が激化してい

ます。当社におきましては、ＲＨＣＭ技術等により技術的優位性を保っていますが、今後も続くと想定される顧客の海

外生産移転、新規製品の立上げから量産に至る期間の短縮、業務改善提案等のコスト低減要求等の顧客ニーズに対す

る適切な対応の成否が、今後の当社の経営成績に重要な影響を与えるものと認識しています。

(6）経営戦略の現状と見直し

　上記のような状況を踏まえ、当社は、技術立社を標榜し、独自技術に立脚した企業活動を行っています。その一環とし

て、独自技術のＲＨＣＭを軸とした技術の展開を図っています。今般ＲＨＣＭ（スタンダードＲＨＣＭ）技術に他の

技術を組み合わせた複合技術（アドバンストＲＨＣＭ）として、フィルムインサート成形（Ｒ＆Ｉ）技術及び無反射

シボ技術という新たな独自技術の開発に成功し、新聞等各種メディアでも紹介され、当社の技術力の高さをアピール

するとともに大手自動車メーカーの車両部品にも当該技術を使用した部品が採用されました。

　また前掲「対処すべき課題」でも記載のとおり、経済情勢の混迷する中、価格下落に伴い生産拠点が新興国へシフト

する状況下、当社においても事業の再構築や収益構造の改善を図るため、①固定費の削減、②海外拠点での生産及び販

売の拡充、③新規業界での顧客開拓、④独自技術の複合化による技術開発、⑤技術エンジニアリングビジネスの展開、

の５つを経営課題として認識し、対応を図っていく考えです。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当事業年度は、生産設備の増強及び生産の合理化等を目的として、１億17百万円の設備投資を行いました。

当事業年度に完成した主な設備は、西方工場における変電所設備の改修・工場内整備工事等です。

また、当事業年度において栃木工場休止に伴い工場の建物、機械及び設備等に関して63百万円の減損損失を計上し

ています。　

 

２【主要な設備の状況】
 2010年３月31日現在

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額
従業
員数
(人)

建物
（千円）

構築物
（千円）

機械及び　
装置
（千円）

車両運
搬具
（千円）

工具、器具
及び備品
（千円）

その他
（千円）

土地
（千円）
(面積㎡)

合計
（千円）

西方工場・ＣＲ工場

(栃木県上都賀郡)
製造設備 1,292,62873,301683,77418,56222,315 －

201,338

(36,411.51)
2,291,921120

栃木工場

(栃木県栃木市)
製造設備 199,286 － 71,898727 6,207 －

29,136

(3,557.12)
307,25615

本社

(埼玉県草加市)

管理業務施

設他
289,32213,32933,60810,04135,169 －

227,822

(3,686.35)
609,29341

賃貸建物等

(東京都墨田区)
 賃貸設備 17,694 － － － － －

222,000

(359.56)
239,694－

合計 － 1,798,93186,630789,28229,33163,692 －
680,296

(44,014.54)
3,448,165176

　（注）１．金額は帳簿価額です。

２．本社の「土地」の帳簿価額は土地圧縮累計額３億20百万円が控除されています。

３．リース契約による重要な賃借設備はありません。

４．2010年３月31日をもって栃木工場（栃木県栃木市）は休止し、ＣＲ工場と統合（現　栃木ＣＲ工場）しまし

た。　

 

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設

事業所名
(所在地)

設備の内容
投資予定金額

資金調達方法
着手及び完了予定年月

完成後の増
加能力

総額
（千円）

既支払額
（千円）

着手 完了

西方工場　

（栃木県上都賀郡）　
製造設備　 33,790 －　 自己資金及び借入金　 2010年４月　2010年10月　 －

合計 33,790 －　 － － － －

　（注）完成後の増加能力については、当社の生産品目が極めて多種多様にわたり、その生産形態も各事業所で幾多の品目

を分担生産し、同種の製品であっても、その容量、構造、形式等は一様でなく、生産能力を画一的に測定することが

極めて困難ですので記載していません。

 

EDINET提出書類

小野産業株式会社(E00870)

有価証券報告書

13/58



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 15,000,000

計 15,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）

(2010年３月31日)
提出日現在発行数（株）
(2010年６月23日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 4,605,760 4,605,760
大阪証券取引所

（ＪＡＳＤＡＱ市場）　
単元株式数1,000株

計 4,605,760 4,605,760 － －

（注）事業年度末現在の上場金融商品取引所は、ジャスダック証券取引所です。なお、ジャスダック証券取引所は、2010

年４月１日付で大阪証券取引所と合併しており、同日以降の上場金融商品取引所は、大阪証券取引所です。

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

2010年２月１日以後に開始する事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数

増減数（株）

発行済株式総

数残高（株）

資本金増減額

（千円） 

資本金残高

（千円）

資本準備金増

減額（千円）

資本準備金残

高（千円）

平成11年11月１日

（注）
 800,000 4,605,760 306,400 595,916 520,800 742,246

（注）有償一般募集

（ブックビルディング方式による募集）

発行株式数 800,000株

発行価格　 765円　資本組入額　383円

払込金総額　827,200千円 

（６）【所有者別状況】

 2010年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 6 3 17 1 － 321 348 －

所有株式数

（単元）
－ 335 15 504 209 － 3,536 4,599 6,760

所有株式数の

割合（％）
－ 7.3 0.3 11.0 4.5 － 76.9 100.0 －

　（注）自己株式647,126株は、「個人その他」に647単元及び「単元未満株式の状況」に126株を含めて記載しています。
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（７）【大株主の状況】

 2010年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

小野　大介 東京都千代田区 959 20.84

マイタックテクノロジ
京都府京都市下京区七条通東同院東入材木

町499-2
219 4.75

JAPAN ASIA SECURITIES

LIMITED A/C CLIENT
東京都中央区日本橋蛎殻町1-7-9 209 4.53

小野産業社員持株会 埼玉県草加市住吉2-1-1 203 4.42

ＫＩＳＣＯ株式会社 東京都中央区日本橋本町4-11-2 121 2.63

小野　光世 千葉県市川市 116 2.52

株式会社みずほ銀行 東京都中央区晴海1-8-12 115 2.49

小野　敏行 千葉県松戸市 101 2.19

三井化学株式会社 東京都港区東新橋1-5-2 89 1.93

小野　清一郎 東京都文京区 78 1.69

計 － 2,212 48.03

　（注）当社は、2010年３月31日現在自己株式を647,126株所有しており、上記大株主から除外しています。

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 2010年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 647,000 － －

完全議決権株式(その他) 普通株式 3,952,000 3,952 －

単元未満株式 普通株式 6,760 － 1単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 4,605,760 － －

総株主の議決権 － 3,952 －

　（注）単元未満株式数には、当社所有の自己株式126株が含まれています。

②【自己株式等】

 2010年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

小野産業株式会社 埼玉県草加市住吉2-1-1 647,000 － 647,000 14.05

計 － 647,000 － 647,000 14.05

（９）【ストック・オプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得及び会社法第155条第７号に該当する普通株式の

取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

取締役会（2008年11月11日）での決議状況

（取得期間　2008年12月２日～2009年６月23日）
80,000 36,000

当事業年度前における取得自己株式 71,000 27,499

当事業年度における取得自己株式 7,000 2,625

残存決議株式の総数及び価額の総額 2,000 5,876

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 2.5 16.3

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） 2.5 16.3

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

取締役会（2009年６月23日）での決議状況

（取得期間　2009年７月１日～2009年11月30日）
80,000 36,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 48,000 18,916

残存決議株式の総数及び価額の総額 32,000 17,084

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 40.0 47.5

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） 40.0 47.5

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

取締役会（2009年11月10日）での決議状況

（取得期間　2009年12月１日～2010年６月22日）
100,000 45,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 51,000 15,147

残存決議株式の総数及び価額の総額 49,000 29,853

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 49.0 66.3

当期間における取得自己株式 41,000 11,381

提出日現在の未行使割合（％） 8.0 41.0
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（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 208 62

当期間における取得自己株式 － －

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（千円）

株式数（株）
処分価額の総額
（千円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 647,126 － 688,126 －

 

３【配当政策】

　当社は、持続的発展に必要な設備・技術開発投資への充当並びに財務基盤強化を図りつつ、一定の安定性の中で配当

性向も勘案し、株主還元を行ってまいります。また、当社は、定款で会社法第454条第５項に規定する中間配当を取締役

会決議で行うことができる旨を定めており、株主総会の決議に基づき行う期末配当と併せ年２回の配当を行うことが

できます。

　上記方針に基づき、当事業年度は、２期連続で当期純損失を計上することとなったことや海外での事業展開の拡大を

始めとする今後の事業環境等諸般の状況を総合的に勘案し、誠に遺憾ながら無配当とさせていただきたく存じます。

　内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、今まで以上にコスト競争力並びに顧客

ニーズに応える設備・技術開発体制の強化等へ有効投資してまいりたいと考えています。

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第64期 第65期 第66期 第67期 第68期
決算年月 2006年３月 2007年３月 2008年３月 2009年３月 2010年３月

最高（円） 1,341 659 590 484 435

最低（円） 560 425 390 370 271

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものです。なお、ジャスダック証券取引所は、2010年４月１

日付で大阪証券取引所と合併しています。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 2009年10月2009年11月2009年12月2010年１月 2010年２月 2010年３月

最高（円） 395 366 295 305 297 287

最低（円） 377 278 277 280 295 271

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものです。なお、ジャスダック証券取引所は、2010年４月１

日付で大阪証券取引所と合併しています。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役社長  小野　大介 1964年12月１日生

1992年５月当社入社

1992年９月三井物産㈱出向

1995年４月当社顧問

1995年６月代表取締役社長

2004年９月OSK INTERNATIONAL(H.K.)

 LIMITED代表取締役社長（現任）

2005年６月当社取締役会長

2008年４月代表取締役社長（現任）

(注)３ 959

取締役 管理本部長 宮内　博章 1955年10月５日生

1979年４月三井物産㈱入社

2007年８月同社自動車総合戦略室次長

2008年12月当社入社、常務執行役員

2009年６月取締役

2010年６月取締役管理本部長（現任）

(注)３ 10

取締役
生産本部長

生産技術部長
伊藤　雅之 1959年８月20日生

1982年３月当社入社

2003年９月生産本部西方工場長

2005年７月生産本部生産技術部長

2008年６月執行役員生産本部生産技術部長

2009年６月取締役生産本部生産技術部長

2010年６月取締役生産本部長兼生産技術部長

（現任)

(注)３ 10

取締役 営業本部長 堤　　秀夫 1961年８月22日生

1995年12月当社入社

2004年４月営業本部ライセンス担当部長

2004年12月営業本部ＤＩ営業部担当部長

2005年７月営業本部副本部長

2008年６月執行役員営業本部長

2009年６月取締役営業本部長（現任）

(注)３ 10

常勤監査役  小野　清一郎 1954年５月10日生

1978年３月当社入社

2005年７月営業本部主席部員

2009年６月当社監査役（現任）

(注)４ 78

監査役  神谷　　晋 1961年６月27日生

1990年４月弁護士登録

1990年４月新明総合法律事務所入所

1995年11月神谷咸吉郎法律事務所（現神谷綜合法

律事務所）入所（現任）

1999年６月当社監査役（現任）

(注)４ －

監査役  佐川　久俊 1954年11月４日生

1998年５月税理士登録

1998年５月佐川久俊税理士事務所

2005年６月当社監査役(現任)

2008年３月税理士法人佐川税務事務所代表社員

（現任）

(注)４ －

    計  1,067

　（注）１．監査役 神谷　晋及び佐川久俊は、会社法第２条第16号に定める社外監査役です。また、当社は、両氏をジャス

ダック証券取引所（現　大阪証券取引所）の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ていま

す。

２．当社では、業務執行の迅速化のため、執行役員制度を導入しています。

　執行役員は、小野大介（社長）、宮内博章（管理本部長）、伊藤雅之（生産本部長兼生産技術部長）、堤　秀

夫（営業本部長）、佐藤義久（技術本部長兼第二設計部長）、生澤光男（生産本部西方工場長兼栃木ＣＲ工

場長）の６名です。

３．2010年６月22日開催の定時株主総会の終結の時から２年間です。

４．2009年６月23日開催の定時株主総会の終結の時から４年間です。 
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

（企業統治の体制）

①　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

　当社は、会社の組織形態として監査役設置会社を採用しており、取締役４名（社外取締役は選任していません。）、

監査役３名（うち社外監査役２名）で構成されています。監査役設置会社を採用する理由としまして、取締役会は、

当社業務に精通した取締役で構成することが経営効率の向上や意思決定の迅速化を図れると認識しているためで

す。したがいまして、社外取締役を選任していません。しかしながら、社会的に要請されるコーポレート・ガバナン

スの強化を図るため種々の機関を設置し、経営の監視やコンプライアンスの促進を図っています。

　当社は、様々な経営上の重要事項の決定及び業務執行を監督する取締役会と業務執行を行う執行役員会の役割を

明確に区分することを目的として執行役員制度を導入しており、現在６名（取締役兼務者を含む。）の執行役員を

選任しています。

　その他、内部統制システムの構築やその運用の監視、監査等企業統治の体制の強化等を目的として、内部監査室を

始め各種委員会等を設置しています。

　また、従業員一人ひとりにコンプライアンス経営の意識を醸成し、不正の早期発見と未然防止を目的として顧問弁

護士の事務所等を窓口とする内部通報相談窓口を設置しています。

　各機関の概要は以下のとおりです。　

ａ．取締役会の概要

　取締役会は、当社業務に精通した取締役で構成することにより経営効率の向上や意思決定の迅速化を図っていま

す。コーポレート・ガバナンス強化のための社外からの経営監視という観点からは、法律、税・財務、会計に対する

高度の専門性を有し、また独立性、客観性を確保した弁護士又は税理士である社外監査役２名を選任しており、取締

役会は、この社外監査役出席のもと行われ、取締役会の討議に対し積極的、中立的な意見を述べるとともに各取締役

の職務の状況を監視し、法令及び定款に適合するか監査しています。

　したがいまして、現状では必要な経営監視体制が構築されていると認識しているため、社外取締役の選任を行って

いません。しかしながら、よりいっそうの経営監視機能強化やコーポレート・ガバナンスに資するため、社外取締役

の選任も検討事項の１つであることは認識しています。

　なお、会社法第373条第１項に規定する特別取締役による取締役会の決議制度は採用していません。　

ｂ．監査役会の概要

　監査役会は、必要に応じて随時開催され、監査役会規程又は監査役監査基準に則り監査の方針や監査計画等監査に

関する重要な事項について報告・協議又は決定を行っています。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠して、監査方針、監査計画等に従い、取締役、内部監査室、各社

員等から適時情報の収集及び職務の執行の状況について報告を受けています。また、取締役会その他重要な会議に

出席し、意見を述べ、重要な決裁書類や議事録等を閲覧するなど業務及び財産の状況を監査しています。

　社外監査役には、法的知見の高い弁護士（神谷晋氏）と税・財務、会計に関する知見の高い税理士（佐川久俊氏）

を選任しており、専門家の高い知見から当社経営の監視に努め、コーポレート・ガバナンスの強化を担っています。

また、ともに独立性を確保しておりジャスダック証券取引所（現　大阪証券取引所）の定めに基づく独立役員とし

て指定しており、当社と社外監査役との間に人的、資本的又は取引関係その他の利害関係はなく、一般株主と利益相

反が生じる恐れはありません。

　また、社外監査役と当社との間で会社法第427条第１項に規定する契約は締結していません。

ｃ．執行役員会の概要

　執行役員会は毎月１回定期に開催され、業務執行に関して討議を行っています。その他予算作成等テーマに応じて

随時開催され、機動的で迅速な意思決定を行っています。執行役員会の下に生産本部、技術本部、営業本部、管理本部

を置き、各本部を主管する執行役員が規程に従い、職務分掌及び権限を明確にして、業務の執行に当たっています。

ｄ．内部監査部門等の概要

　その他監査・監督機能として、取締役社長の直下に内部監査室（１名）を置き、随時内部統制の有効性の評価と見

直しを実施しています。内部監査室が行った内部監査の結果については、執行役員社長と監査役会に報告されてい

ます。

　また、内部監査室は各監査役及び会計監査人と連携し、内部統制体制の構築・運用等について討議する機会を設

け、監査の実効性を確保しています。

　各種委員会としましては、環境監査はＥＭＳ委員会、品質監査はＱＭＳ委員会が設置されており、定期的に監査を

行い業務の適正性を確保するように努めています。内部監査の結果、問題が発見されれば管轄する執行役員が改善

の指揮を採り、その結果が執行役員会、取締役会、監査役会に報告される体制をとっています。

　各内部監査部門が行った報告事項については、報告後内部監査室にて相当の期間経過後に監査を行い、結果を執行

役員社長に報告し、執行役員社長から取締役会及び監査役会に報告されています。各監査役から求めがある場合は、

監査結果の報告内容の詳細を説明しています。

　当社では、顧問弁護士の法律事務所等を窓口として、内部通報相談窓口を設置し、早期に社内の不正・不当な行為

を発見し、自浄作用を高め、内部牽制機能を働かせるとともに、各社員にもコンプライアンス経営への参画意識を醸

成する仕組みを構築しています。
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②　内部統制システムに関する基本的な考え方

　当社は、プラスチック成形加工を事業の中核とし、株主・顧客・従業員への利益最大化を図っています。コーポ

レート・ガバナンスの強化は、その目的実現のための最重要課題であると認識しています。そして、内部統制システ

ムを整備し、①業務の有効性・効率性の絶えざる向上、②当社を取り巻く各種リスクの適切な管理、③法令・定款等

の遵守、④財務報告の信頼性確保等の目的を実現かつ継続すること、がコーポレートガバナンスの強化実現に必要

不可欠なものと考えています。

　

③　内部統制システムの整備状況

ａ．取締役及び社員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社は、コンプライアンスは管理本部が、環境はＥＭＳ委員会が、品質はＱＭＳ委員会が、規程の運用と業務内容等

は内部監査室が、内部監査を定期的に行い、各職務の執行が法令及び定款に適合しているか把握しています。監査結

果と改善提言は、執行役員会及び各取締役に報告され、問題点があれば当該執行役員が直轄して改善し、その結果を

執行役員会に報告しています。併せて執行役員社長から取締役会及び監査役会に報告しています。

　また、顧問弁護士、会計監査人、社外の監査機関等の第三者から、業務執行や会計上における健全性を高める改善の

提言及びアドバイスを積極的に受け入れ、重要度に応じて管轄部署又は執行役員が対応し、その結果を執行役員会

に報告しています。その報告内容のうち重要なものについては、執行役員社長から取締役会及び監査役会に報告し

ています。

　これらの報告事項については、報告後内部監査室にて相当の期間経過後に監査を行い、結果を執行役員社長に報告

し、執行役員社長から取締役会及び監査役会に報告しています。

　なお、教育・啓蒙に関しては上記管掌部署がこれを行い、社内のみならず取引先に対しても法令の遵守を周知して

います。

ｂ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　当社は、法令及び社内規程に基づき文書等の保存及び管理を行っています。特に電子データの取扱に関しては、会

社情報管理規程、情報システム管理規程、情報セキュリティに関するガイドライン等を定めて対応しています。

ｃ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社は、コンプライアンスは管理本部が、環境はＥＭＳ委員会が、品質はＱＭＳ委員会が、安全衛生は安全衛生委員

会が、知的財産は技術本部が各々の分野におけるリスクを管掌し、規程を含め、専門的見地から管理しています。現

預金及び固定資産等の資産に対するリスク管理は、当該管掌部門の管理職による自律的管理を基本とし、管理本部

にて計数的管理を行っています。

　リスクが実現化する予兆を発見した場合は、上記組織の者が発見者であれば当該組織の長より、上記組織以外の者

が発見者であれば発見者の当該本部長より、直接執行役員社長に報告され、かつ当該執行役員が対応し、その結果を

執行役員会に報告しています。また、重要なものは、発見時の報告は執行役員社長から各取締役へ、結果報告は執行

役員社長から取締役会及び監査役会へ行っています。　

ｄ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社は、執行役員制度を導入し、業務執行の効率性を高めています。そして、職務分掌及び権限を明確化し、業務執

行の責任を明らかにするとともに、社内イントラを構築し、情報の共有化及び伝達の効率化を図ることで取締役の

ガバナンス強化と業務執行の円滑化を促進しています。

　また、中長期的な経営戦略における経営の軸を「技術集約型企業への推進（成長力）」、「企業競争力の強化（競

争力）」、「遵法性（社会性）」と定め、広く社内にその考えを普及し、変化の激しい経営環境に対処しています。

各年度の予算作成時には、執行役員社長よりその年度の経営目標が示され、それに基づいた各組織目標を設定して

います。これを取締役及び各社員に開示することで、各組織の行動に規律を生じさせています。

ｅ．各監査役がその職務を補助すべき社員を置くことを求めた場合における当該社員に関する事項と取締役から

の独立性に関する事項　

　当社は、監査役からの求めに応じて、監査役の職務補助のための監査スタッフを置くこととし、その人事及び処遇

については執行役員社長、管理本部長と監査役が取り決めています。

ｆ．取締役及び社員が監査役に報告するための体制のその他の監査役への報告に関する体制

　取締役は、当社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実があることを発見したときは、法令に従い、直ちに監査役に

報告しています。社員は、前記「損失の危険の管理に関する規程その他の体制」に従うが、同時に監査役に直接報告

することを妨げていません。

ｇ．その他の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役は、取締役会、定時の執行役員会、設備投資委員会等の重要な意思決定の場に出席しています。また、主要な

稟議書やその他の重要文書を閲覧し、必要に応じて取締役又は社員にその説明を求めることができます。

　経理面の監査に対しては、当社の監査法人より直接説明を受けるとともに、情報交換を図っています。また、法律的

な問題に際しては、直接顧問弁護士等と情報交換を図っています。　
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　当社の企業統治の体制及び内部統制システムの整備状況の模式図は次のとおりです。

④　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び整備状況

　当社は、反社会的勢力の排除を企業の社会的責任やコンプライアンス上重要であると認識し、反社会的勢力と取引

関係を含め一切の関係をもたず、不当な要求に対しては毅然とした対応で拒絶することを基本的な方針としていま

す。かかる方針は社内規程に明記され、社内への周知徹底を図っています。

　そして反社会的勢力についての対応は、社内のみならず必要に応じて行政機関、警察署、暴力追放運動推進セン

ター等関連機関、顧問弁護士等の外部機関とも連携・協力を図り、情報収集等に努めます。また、実際に反社会的勢

力から不当な要求がなされた場合は、民事・刑事の両面から法的対応を行います。

　

⑤　役員報酬等

ａ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる役員

の員数（人）基本報酬
ストック

オプション
賞　与

取締役

（社外取締役を除く）　
64,587 64,587 － － 6

監査役

（社外監査役を除く）　
6,490 6,490 － － 2

社外役員 4,720 4,720 － － 2

（注）１．上記役員の員数には、2009年６月23日開催の第67期定時株主総会終結の時をもって退任した監査役１名を含

んでいます。なお、当事業年度末現在の役員の員数は、取締役６名及び監査役３名です。

２．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれていません。

３．1992年５月26日開催の臨時株主総会の決議により取締役の報酬限度額は年額３億円と定められています。

（報酬限度額に使用人兼務取締役の使用人分給与相当額は含まない。）

４．1999年６月25日開催の定時株主総会の決議により監査役の報酬限度額は年額60百万円と定められています。

５．上記の報酬等の総額には、当事業年度に係る役員退職慰労引当金繰入額（取締役分6,312千円、監査役分550

千円、社外役員分400千円）が含まれています。

６．上記のほか、2009年６月23日開催の第67期定時株主総会の決議に基づき、2009年２月28日をもって辞任した

取締役１名に対し3,800千円、同総会終結の時をもって退任した監査役１名に対し4,900千円の役員退職慰労

金を支払っています。　
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ｂ．報酬等の総額が１億円以上である者の報酬等の総額等　

　報酬等の総額が１億円以上である者がいないため該当事項はありません。

ｃ．使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの　

　該当事項はありません。

ｄ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

　役員報酬は、社会水準及び経営内容、社員給与とのバランス等を考慮し、株主総会が決定する報酬総額の限度内に

おいて、取締役の報酬は取締役会で、監査役の報酬は監査役の協議でそれぞれ決定しています。

　

⑥　株式の保有状況　

ａ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

４銘柄 316,548千円

ｂ．保有目的が純投資目的以外の目的である上場投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

銘　柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円）
保有目的

マイタックテクノロジー

コーポレーション
3,743,633 286,835

業務上の関係を有する企業であり、安定した取引関係

を構築するためです。

㈱日立製作所 40,912 14,278 同上

㈱五洋建設 15,000 1,935 同上

ｃ．保有目的が純投資目的である投資株式の当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並びに当事業年度に

おける受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

　当社は、保有目的が純投資目的である投資株式を保有していないため、該当事項はありません。

　

⑦　定款規定の内容

ａ．取締役の選任の決議要件

取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行い、累積投票によらない旨定款に定めています。また、定款により取締役は10

名以内と定めています。

ｂ．株主総会の特別決議要件

会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決

権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めています。これ

は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とする

ものです。

ｃ．株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとしている事項

 イ．自己株式の取得の決定機関

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を行うため、会社法第165条第２項の定めにより、取締役会の

決議によって、自己株式を取得することができる旨定款に定めています。

 ロ．取締役及び監査役の責任免除

取締役及び監査役が期待される役割を十分に発揮できるようにするため、会社法第426条第１項の定めによ

り、任務を怠ったことによる取締役及び監査役（取締役であった者及び監査役であった者を含む。）の損害賠

償責任を、法令の限度まで取締役会の決議によって免除することができる旨定款に定めています。

 ハ．中間配当

株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の定めにより、取締役会の決議によって毎年

９月30日を基準日として、中間配当をすることができる旨定款に定めています。

　

⑧　会計監査人の監査の体制

　会計監査人監査は、あずさ監査法人に依頼しており、監査業務が期末に偏ることなく、期中に万遍なく監査が実施

され、電子データの提供等により正確で監査しやすい環境を整備しています。また、定期的に内部監査室、監査役な

どを交えて意見交換を実施しています。なお、当社と会計監査人との間に業務契約以外の人的、資本的又は取引関係

はありません。

　　監査業務を執行した公認会計士の氏名等は次のとおりです。

業務を執行した公認会計士の氏名 継続監査年数 所属する監査法人名 補助者の構成

指定社員　業務執行社員　中村嘉彦 ７年 あずさ監査法人 公認会計士　３名

そ　の　他  10名指定社員　業務執行社員　構　康二 ３年 あずさ監査法人
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度
監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

17,000 － 20,000 －

②【その他重要な報酬の内容】

（前事業年度）

　該当事項はありません。

（当事業年度）

　該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前事業年度）

　該当事項はありません。

（当事業年度）

　該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

　該当事項はありません。　
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号）」（以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しています。

　なお、前事業年度（自　2008年４月１日　至　2009年３月31日）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度（自　

2009年４月１日　至　2010年３月31日）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しています。　

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前事業年度（自　2008年４月１日　至　2009年３月31日）及

び当事業年度（自　2009年４月１日　至　2010年３月31日）の財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けてい

ます。

　

３．連結財務諸表について

　連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28号）第５条第２項により、当社では、子

会社の資産、売上高等からみて、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性

が乏しいものとして、連結財務諸表は作成していません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりです。

資産基準 0.0%

売上高基準 0.0%

利益基準 2.3%

利益剰余金基準 △0.2%

 

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っています。具体的には、会計基準等の内容を適切に

把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機

構へ加入し、当該機構が行う研修等に積極的に参加することとしています。
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１【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(2009年３月31日)

当事業年度
(2010年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,888,557 2,763,703

受取手形 335,571 264,827

売掛金 1,498,684 1,445,839

商品及び製品 125,338 111,768

仕掛品 115,704 70,599

原材料及び貯蔵品 75,773 56,945

前払費用 21,447 22,438

未収入金 122 47,380

未収還付法人税等 19,200 －

その他 10,255 7,154

貸倒引当金 △9,270 △7,997

流動資産合計 5,081,385 4,782,659
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(単位：千円)

前事業年度
(2009年３月31日)

当事業年度
(2010年３月31日)

固定資産

有形固定資産

建物 3,671,814 3,612,201

減価償却累計額 △1,743,321 △1,830,963

建物（純額） ※2
 1,928,493

※2
 1,781,237

構築物 186,201 186,517

減価償却累計額 △90,662 △99,886

構築物（純額） 95,538 86,630

機械及び装置 3,137,260 2,639,323

減価償却累計額 △2,096,608 △1,850,041

機械及び装置（純額） ※2
 1,040,652

※2
 789,282

車両運搬具 105,457 108,670

減価償却累計額 △77,451 △79,338

車両運搬具（純額） 28,006 29,331

工具、器具及び備品 406,382 398,006

減価償却累計額 △321,711 △334,313

工具、器具及び備品（純額） 84,670 63,692

土地 ※1,2
 680,296

※1,2
 458,296

建設仮勘定 701 －

有形固定資産合計 3,858,359 3,208,471

無形固定資産

ソフトウエア 23,945 15,944

電話加入権 2,910 2,910

無形固定資産合計 26,855 18,855

投資その他の資産

投資有価証券 180,333 316,548

関係会社株式 5,788 5,788

出資金 550 550

長期前払費用 1,730 1,258

投資不動産 － 242,350

減価償却累計額 － △2,655

投資不動産（純額） － ※2
 239,694

保険積立金 ※2
 254,433

※2
 263,751

その他 49,821 79,351

投資その他の資産合計 492,657 906,942

固定資産合計 4,377,873 4,134,268

資産合計 9,459,259 8,916,928
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(単位：千円)

前事業年度
(2009年３月31日)

当事業年度
(2010年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 699,300 728,649

買掛金 370,887 355,069

短期借入金 ※2
 650,000

※2
 750,000

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 1,082,000

※2
 1,300,242

未払金 75,254 97,290

未払消費税等 827 －

未払費用 51,495 54,252

未払法人税等 － 6,526

繰延税金負債 1,058 716

預り金 5,653 4,931

賞与引当金 37,500 37,595

設備関係支払手形 64,776 10,390

その他 4,311 3,937

流動負債合計 3,043,065 3,349,602

固定負債

長期借入金 ※2
 2,786,000

※2
 2,372,430

繰延税金負債 4,084 57,610

退職給付引当金 107,339 107,440

役員退職慰労引当金 49,066 49,028

長期預り金 20,129 18,529

固定負債合計 2,966,620 2,605,039

負債合計 6,009,685 5,954,641

純資産の部

株主資本

資本金 595,916 595,916

資本剰余金

資本準備金 742,246 742,246

その他資本剰余金 2,256 2,256

資本剰余金合計 744,503 744,503

利益剰余金

利益準備金 44,348 44,348

その他利益剰余金

別途積立金 2,560,000 2,260,000

繰越利益剰余金 △265,564 △496,389

利益剰余金合計 2,338,783 1,807,958

自己株式 △235,755 △272,505

株主資本合計 3,443,446 2,875,871

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 6,126 86,415

評価・換算差額等合計 6,126 86,415

純資産合計 3,449,573 2,962,287

負債純資産合計 9,459,259 8,916,928
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　2008年４月１日
　至　2009年３月31日)

当事業年度
(自　2009年４月１日
　至　2010年３月31日)

売上高

商品売上高 1,322,144 927,980

製品売上高 5,637,128 4,588,673

売上高合計 6,959,273 5,516,654

売上原価

商品期首たな卸高 88,268 37,658

製品期首たな卸高 205,387 87,679

当期商品仕入高 892,055 586,040

当期製品製造原価 ※4
 5,467,444

※4
 4,661,987

合計 6,653,157 5,373,365

商品期末たな卸高 37,658 23,348

製品期末たな卸高 87,679 88,420

売上原価合計 ※5
 6,527,818

※5
 5,261,596

売上総利益 431,454 255,057

販売費及び一般管理費

運搬費 171,814 116,672

役員報酬 74,075 72,435

給料及び手当 141,592 120,707

賞与引当金繰入額 5,683 6,120

退職給付費用 28,748 7,807

役員退職慰労引当金繰入額 7,071 7,892

法定福利費 31,863 29,125

福利厚生費 24,321 23,139

研究開発費 ※4
 70,378

※4
 44,621

租税公課 26,223 23,548

旅費及び交通費 21,245 18,902

賃借料 6,957 4,267

支払手数料 19,631 19,033

交際費 2,219 1,122

減価償却費 25,635 25,428

貸倒引当金繰入額 6,434 －

その他 58,685 51,392

販売費及び一般管理費合計 722,582 572,215

営業損失（△） △291,128 △317,158

営業外収益

受取利息 4,141 1,928

受取配当金 19,262 10,332

受取賃貸料 17,742 17,742

保険解約益 － 8,627

その他 18,849 7,413

営業外収益合計 59,996 46,044

営業外費用

支払利息 91,015 96,380

その他 7,142 6,118

営業外費用合計 98,157 102,498

経常損失（△） △329,288 △373,612
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(単位：千円)

前事業年度
(自　2008年４月１日
　至　2009年３月31日)

当事業年度
(自　2009年４月１日
　至　2010年３月31日)

特別利益

過年度運搬費修正額 － 18,876

固定資産売却益 ※1
 4,862

※1
 10,425

貸倒引当金戻入額 － 1,273

投資有価証券売却益 5,000 －

その他 719 －

特別利益合計 10,581 30,576

特別損失

固定資産売却損 ※2
 2,049

※2
 8,075

固定資産除却損 ※3
 45,077

※3
 61,487

減損損失 － ※6
 63,779

投資有価証券評価損 10,170 －

早期割増退職金 － 18,189

その他 2,257 6,270

特別損失合計 59,554 157,801

税引前当期純損失（△） △378,261 △500,837

法人税、住民税及び事業税 5,459 5,459

過年度法人税等 1,044 4,545

法人税等調整額 47,269 △341

法人税等合計 53,773 9,662

当期純損失（△） △432,035 △510,500
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　2008年４月１日
至　2009年３月31日）

当事業年度
（自　2009年４月１日
至　2010年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  1,927,72136.1 2,166,26746.9

Ⅱ　労務費  1,159,13321.7 966,364 20.9

Ⅲ　経費  2,251,23542.2 1,486,24732.2

（うち外注加工費）  (1,252,622) (678,833) 

（うち減価償却費）  (367,776) (345,029) 

当期総製造費用  5,338,090100.0 4,618,878100.0

期首仕掛品たな卸高  317,090 115,704 

計  5,655,181 4,734,583 

他勘定振替高 ※2 72,031 1,997 

期末仕掛品たな卸高  115,704 70,599 

当期製品製造原価  5,467,444 4,661,987 

　（注）

前事業年度
（自　2008年４月１日
至　2009年３月31日）

当事業年度
（自　2009年４月１日
至　2010年３月31日）

１．原価計算の方法

　実際原価による組別総合原価計算です。

１．原価計算の方法

同左

※２．他勘定振替高の内訳 ※２．他勘定振替高の内訳

商品仕入高への振替  63,621千円

固定資産への振替 8,135

修理営繕費への振替 275

計 72,031

固定資産への振替  1,627千円

研究開発費への振替 370

計 1,997
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　2008年４月１日
　至　2009年３月31日)

当事業年度
(自　2009年４月１日
　至　2010年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 595,916 595,916

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 595,916 595,916

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 742,246 742,246

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 742,246 742,246

その他資本剰余金

前期末残高 2,256 2,256

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,256 2,256

資本剰余金合計

前期末残高 744,503 744,503

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 744,503 744,503

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 44,348 44,348

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 44,348 44,348

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 2,560,000 2,560,000

当期変動額

別途積立金の取崩 － △300,000

当期変動額合計 － △300,000

当期末残高 2,560,000 2,260,000

繰越利益剰余金

前期末残高 219,366 △265,564

当期変動額

別途積立金の取崩 － 300,000

剰余金の配当 △52,895 △20,324

当期純損失（△） △432,035 △510,500

当期変動額合計 △484,930 △230,825

当期末残高 △265,564 △496,389
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(単位：千円)

前事業年度
(自　2008年４月１日
　至　2009年３月31日)

当事業年度
(自　2009年４月１日
　至　2010年３月31日)

利益剰余金合計

前期末残高 2,823,714 2,338,783

当期変動額

別途積立金の取崩 － －

剰余金の配当 △52,895 △20,324

当期純損失（△） △432,035 △510,500

当期変動額合計 △484,930 △530,825

当期末残高 2,338,783 1,807,958

自己株式

前期末残高 △166,794 △235,755

当期変動額

自己株式の取得 △68,961 △36,750

当期変動額合計 △68,961 △36,750

当期末残高 △235,755 △272,505

株主資本合計

前期末残高 3,997,338 3,443,446

当期変動額

剰余金の配当 △52,895 △20,324

当期純損失（△） △432,035 △510,500

自己株式の取得 △68,961 △36,750

当期変動額合計 △553,892 △567,575

当期末残高 3,443,446 2,875,871

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 92,702 6,126

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△86,575 80,288

当期変動額合計 △86,575 80,288

当期末残高 6,126 86,415

評価・換算差額等合計

前期末残高 92,702 6,126

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△86,575 80,288

当期変動額合計 △86,575 80,288

当期末残高 6,126 86,415

純資産合計

前期末残高 4,090,041 3,449,573

当期変動額

剰余金の配当 △52,895 △20,324

当期純損失（△） △432,035 △510,500

自己株式の取得 △68,961 △36,750

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △86,575 80,288

当期変動額合計 △640,467 △487,286

当期末残高 3,449,573 2,962,287
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④【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　2008年４月１日
　至　2009年３月31日)

当事業年度
(自　2009年４月１日
　至　2010年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純損失（△） △378,261 △500,837

減価償却費 413,855 387,567

減損損失 － 63,779

貸倒引当金の増減額（△は減少） 6,413 △1,273

賞与引当金の増減額（△は減少） △36,675 95

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △6,800 －

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △5,465 △37

退職給付引当金及び前払年金費用の増減額 110,422 100

受取利息及び受取配当金 △23,404 △12,261

支払利息 91,015 96,380

固定資産除売却損益（△は益） 42,264 59,136

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） 5,170 －

売上債権の増減額（△は増加） 1,131,340 123,589

たな卸資産の増減額（△は増加） 456,144 77,503

保険積立金の増減額（△は増加） 18,639 △9,317

仕入債務の増減額（△は減少） △973,461 13,531

その他の流動資産の増減額（△は増加） 8,000 △31,180

その他 △51,307 27,893

小計 807,891 294,668

利息及び配当金の受取額 23,485 12,359

利息の支払額 △92,932 △97,892

法人税等の支払額 △32,658 △9,248

法人税等の還付額 73,309 19,372

営業活動によるキャッシュ・フロー 779,096 219,259

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の売却による収入 55,000 －

投資有価証券の取得による支出 △2,559 △2,400

有形固定資産の売却による収入 12,277 10,340

有形固定資産の除却による支出 △302 △13

有形固定資産の取得による支出 △270,125 △165,351

無形固定資産の取得による支出 △19,607 －

その他 － △32,240

投資活動によるキャッシュ・フロー △225,317 △189,664

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 50,000 100,000

長期借入れによる収入 1,250,000 950,000

長期借入金の返済による支出 △942,000 △1,145,328

社債の償還による支出 △400,000 －

自己株式の取得による支出 △69,725 △37,104

配当金の支払額 △53,044 △20,707

財務活動によるキャッシュ・フロー △164,769 △153,140

現金及び現金同等物に係る換算差額 207 △1,308

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 389,216 △124,854

現金及び現金同等物の期首残高 2,499,340 2,888,557

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 2,888,557

※1
 2,763,703
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【重要な会計方針】

項目
前事業年度

（自　2008年４月１日
至　2009年３月31日）

当事業年度
（自　2009年４月１日
至　2010年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式

移動平均法による原価法

(1）子会社株式

同左

 (2）その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は部分純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定)

(2）その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ

時価法

デリバティブ

同左

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1）商品

個別法による原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法）

(1）商品

同左

 (2）製品・仕掛品

移動平均法による原価法（貸借対照表

価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）

(2）製品・仕掛品

同左

 (3）原材料

移動平均法による原価法（貸借対照表

価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）

（会計方針の変更）

当事業年度より「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準第９号　

平成18年７月５日公表分）を適用して

います。 

これにより、当事業年度の営業損失、経

常損失及び税引前当期純損失は、それぞ

れ59,635千円増加しています。 

(3）原材料

同左

　

　

――――――

４．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

定額法

  なお、主な耐用年数は以下のとおり

です。

建物　　　　　　7～47年

機械及び装置　　7～15年

(1）有形固定資産及び投資不動産

定額法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

す。

建物　　　　　　7～47年

機械及び装置　　7～15年　

 (2）無形固定資産

定額法

  ただし、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期間

(５年)に基づいています。

(2）無形固定資産

同左

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しています。

同左
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項目
前事業年度

（自　2008年４月１日
至　2009年３月31日）

当事業年度
（自　2009年４月１日
至　2010年３月31日）

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しています。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、将来の支給見込額のうち当

事業年度の負担額を計上しています。

(2）賞与引当金

同左

 (3）役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞与の支出に充

てるため、当事業年度における支給見込

額の当事業年度中の負担額を計上してい

ます。

――――――

　

 (4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、

内規に基づく当事業年度末要支給額の

100％を計上しています。

(3）役員退職慰労引当金

同左

 (5）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末の退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しています。なお、会

計基準変更時差異（422,812千円）につ

いては、10年による按分額費用処理して

います。

(4）退職給付引当金

同左

７．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しています。ま

た、金利スワップについては、特例処理の

要件を満たしている場合は、特例処理を

採用しています。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：金利スワップ

ヘッジ対象：借入金の金利

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：同左

ヘッジ対象：同左

 (3）ヘッジ方針

　主として当社のリスク別管理方針に基

づき、金利変動リスクをヘッジしていま

す。

(3）ヘッジ方針

同左

 (4）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段及びヘッジ対象に関する重

要な条件が同一であり、かつ、ヘッジ開始

時及びその後も継続して相場変動又は

キャッシュ・フロー変動を完全に相殺す

るものと想定することができるため、

ヘッジ有効性の判定は省略しています。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

８．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日から

３ケ月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっています。

同左

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっています。

消費税等の会計処理

同左

　

【会計処理方法の変更】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

小野産業株式会社(E00870)

有価証券報告書

35/58



【表示方法の変更】

前事業年度
（自　2008年４月１日
至　2009年３月31日）

当事業年度
（自　2009年４月１日
至　2010年３月31日）

（貸借対照表関係） 
財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成20年
８月７日内閣府令第50号）が適用となることに伴い、前
事業年度において「商品」「製品」「原材料」として掲
記されたものは、当事業年度から「商品及び製品」「原
材料及び貯蔵品」に区分掲記しています。なお、前事業年
度の「商品」「製品」「原材料」に含まれる「商品及び
製品」「原材料及び貯蔵品」は、それぞれ293,656千円、
162,214千円です。

（貸借対照表関係） 
前事業年度において、有形固定資産の「建物（純額）」
及び「土地」に含めて表示していました賃貸不動産（当
事業年度末残高 239,694千円）は、当事業年度より投資
その他の資産の「投資不動産」として表示しています。
　これは、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基
準」（企業会計基準第20号　平成20年11月28日）及び
「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用
指針」（企業会計基準適用指針第23号　平成20年11月28
日）が適用されることを契機に、当該保有不動産の所有
目的等を見直した結果、当面は営業の用に供する予定は
なく、賃貸目的で所有する投資不動産として意思決定し
たことによるものです。
　なお、前事業年度末の有形固定資産の「建物（純額）」
及び「土地」に含まれる当該資産は240,243千円です。　

（損益計算書関係） 
前事業年度まで営業外収益に区分掲記していた「受取手
数料」は、金額的重要性が乏しくなったため、営業外収益
「その他」に1,442千円含めています。 

（損益計算書関係） 
前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示し
ていました「保険解約益」は、営業外収益の総額の100分
の10を超えることとなったため区分掲記しています。
なお、前事業年度における「保険解約益」の金額は5,644
千円です。　

 
【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（2009年３月31日）

当事業年度
（2010年３月31日）

※１　有形固定資産から直接減額した圧縮記帳累計額は
320,000千円です。

※１　　　　　　　　　　同左

※２　担保に供している資産 ※２　担保に供している資産
建物     1,559,760千円

(1,272,575千円)
機械及び装置 785,469

(785,469)
土地 545,554

(151,955)
保険積立金 103,158

計
2,993,942
(2,210,000)

建物     1,535,201千円
(1,276,762千円)

機械及び装置 641,862
(641,862)

土地 376,351
(167,564)

投資不動産 200,000
保険積立金 104,137

計
2,857,552
(2,086,189)

　（　）内は内数で、工場財団を組成しています。 　（　）内は内数で、工場財団を組成しています。
上記に対応する債務 上記に対応する債務
短期借入金   265,000千円
１年内返済予定の長期借入金 415,000
長期借入金 2,430,000

計 3,110,000

短期借入金   265,000千円
１年内返済予定の長期借入金 734,250
長期借入金 2,110,750

計 3,110,000
　なお、当該工場財団抵当に担保されている債務は、
個別に対応させることが困難なため、記載していま
せん。

　なお、当該工場財団抵当に担保されている債務は、
個別に対応させることが困難なため、記載していま
せん。

３　受取手形裏書譲渡高       14,429千円３　受取手形裏書譲渡高       －千円
４　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行
３行と当座貸越契約を締結しています。これら契約に
基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりで
す。

４　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行
３行と当座貸越契約を締結しています。これら契約に
基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりで
す。

当座貸越極度額の総額 1,250百万円
借入実行残高 700

差引額 550

当座貸越極度額の総額 1,250百万円
借入実行残高 700

差引額 550
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　2008年４月１日
至　2009年３月31日）

当事業年度
（自　2009年４月１日
至　2010年３月31日）

※１　固定資産売却益の内容は次のとおりです。 ※１　固定資産売却益の内容は次のとおりです。

機械及び装置   4,858千円

車両運搬具 4

 4,862

機械及び装置   9,965千円

車両運搬具 460

 10,425

※２　固定資産売却損の内容は次のとおりです。 ※２　固定資産売却損の内容は次のとおりです。

機械及び装置    1,960千円

車両運搬具 88

 2,049

機械及び装置    8,059千円

車両運搬具 15

 8,075

※３　固定資産除却損の内容は次のとおりです。 ※３　固定資産除却損の内容は次のとおりです。

建物     19,344千円

構築物 57

機械及び装置 22,721

工具、器具及び備品 2,751

車両運搬具 201

 45,077

建物     24,523千円

機械及び装置 36,042

車両運搬具 104

工具、器具及び備品 739

ソフトウエア 78

 61,487

※４　研究開発費の総額

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

の総額　　　　　　　　　　     201,417千円

※４　研究開発費の総額

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

の総額　　　　　　　　　　    148,070千円

※５　通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下

による簿価切下げ額

※５　通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下

による簿価切下げ額

売上原価 59,635千円 売上原価 11,942千円

――――――

　

※６　減損損失

当事業年度末に、当社は栃木工場を一時休止し、これ

に伴い63,779千円の減損損失が発生しました。

なお、減損損失の内容は以下のとおりです。

場所 用途 種類 減損損失

栃木工場　

（栃木県栃木市）
事業用資産

建物、機械

及び装置等
63,779千円

当社は、原則として、事業用資産については工場単位

に資産のグルーピングをしています。

栃木工場を休止したことから、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別

損失に計上しました。回収可能価額は正味売却価額

により測定しており、正味売却価額は固定資産評価

額等を元に評価しています。

減損損失63,779千円の内訳は、建物48,600千円、構築

物571千円、機械及び装置13,327千円、工具、器具及び

備品1,008千円、ソフトウエア271千円です。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自2008年４月１日　至2009年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

発行済株式     

普通株式 4,605 － － 4,605

合計 4,605 － － 4,605

自己株式     

普通株式　　(注) 374 166 － 540

合計 374 166 － 540

 　　　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加166千株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加です。

２．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2008年６月19日
定時株主総会

普通株式 52,895 12.52008年３月31日2008年６月20日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

2009年６月23日
定時株主総会

普通株式 20,324利益剰余金 5.0 2009年３月31日2009年６月24日

当事業年度（自2009年４月１日　至2010年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

発行済株式     

普通株式 4,605 － － 4,605

合計 4,605 － － 4,605

自己株式     

普通株式　　(注) 540 106 － 647

合計 540 106 － 647

 　　　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加106千株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加です。

２．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2009年６月23日
定時株主総会

普通株式 20,324 5.0 2009年３月31日2009年６月24日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　該当事項はありません。　
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　2008年４月１日
至　2009年３月31日）

当事業年度
（自　2009年４月１日
至　2010年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

（2009年３月31日現在） （2010年３月31日現在）

現金及び預金勘定 2,888,557千円

現金及び現金同等物 2,888,557 

 

現金及び預金勘定 2,763,703千円

現金及び現金同等物 2,763,703 

 

 

（リース取引関係）

前事業年度（自2008年４月１日　至2009年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当事業年度（自2009年４月１日　至2010年３月31日）

　該当事項はありません。

 

（金融商品関係）

当事業年度（自2009年４月１日　至2010年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入による方針です。デ

リバティブは、借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行いません。

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、当社の

社内規則に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定期的に見直

すこととしています。

　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の関係を有する企業の株

式であり、定期的に把握された時価が担当取締役に報告されています。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのすべてが１年以内の支払期日です。

　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係る資金調達

です。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されていますが、このうち長期のものの一部については、支

払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、個別契約ごとにデリバティブ取引（金利スワッ

プ取引）をヘッジ手段として利用しています。ヘッジの有効性の評価方法については、金利スワップの特例処

理の要件を満たしているため、その判定をもって有効性の評価を省略しています。

　デリバティブ取引の管理は、管理本部内で行われます。取引の契約は取締役社長の、執行は担当取締役の認可

事項とし、執行後担当取締役に報告されます。また、当社のデリバティブ取引の契約先は、高い信用格付を有す

る金融機関であるため、相手方の契約不履行によるリスク（信用リスク）もないと認識しています。

　営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社では、各社が月次に資金繰計画を作成するなど

の方法により管理しています。　

(3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額

自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　2010年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、時価を把

握することが極めて困難と認められるものは含まれていません（（注）２．参照）。

 貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 2,763,703 2,763,703 －
(2）受取手形 264,827 264,827 －
(3）売掛金 1,445,839 1,445,839 －
(4）投資有価証券 303,048　 303,048　 －

　資産計 4,777,419 4,777,419　 －　

(1）支払手形 728,649 728,649　 －
(2）買掛金 355,069 355,069　 －　
(3）短期借入金 750,000 750,000　 －
(4）１年内返済予定の長期借入金　 1,300,242　 1,300,242　 －　
(5）未払金 97,290 97,290　 －
(6）長期借入金 2,372,430 2,390,211　 17,781

　負債計 5,603,681　 5,621,462 17,781

デリバティブ取引 －　 －　 －

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1）現金及び預金、(2）受取手形、(3）売掛金

　これらは短期間で決済されるため時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってい

ます。

(4）投資有価証券

　これらの時価については、株式等は取引所の価格によっています。また、保有目的ごとの有価証券に関

する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照ください。

負　債

(1）支払手形、(2）買掛金、(3）短期借入金、(4）１年内返済予定の長期借入金、(5）未払金

　これらは短期間で決済されるため時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってい

ます。

(6）長期借入金

　これらの時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在

の価値により算定しています。

デリバティブ取引

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照ください。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

 貸借対照表計上額（千円）

(1）その他有価証券  

非上場株式 13,500

(2）子会社株式 5,788

　これらについては市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(4）投資

有価証券」には含めていません。

３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

 
１年以内　
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超　
（千円）

現金及び預金 2,763,703 －　 －　 －　
受取手形 264,827 －　 －　 －　
売掛金 1,445,839 －　 －　 －　

合計 4,474,370 －　 － －　

４．長期借入金（１年内返済予定のものを除く。）の決算日後の返済予定額

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 1,151,826 610,992 524,158 85,454

（追加情報）

　当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融商品の

時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しています。
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（有価証券関係）

前事業年度（2009年３月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類 取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円）

差額（千円）

貸借対照表計上額が

取得原価を超えるも

の

(1）株式 147,819 158,030 10,211

(2）債券    

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 147,819 158,030 10,211

貸借対照表計上額が

取得原価を超えない

もの

(1）株式 8,802 8,802 －

(2）債券    

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 8,802 8,802 －

 合　計 156,622 166,833 10,211

（注）表中の「取得原価」には減損処理後の帳簿価額が含まれています。減損処理に当たっては、期末における時価が

取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性

等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行うこととしています。

２．当事業年度中に売却したその他有価証券（自2008年４月１日　至2009年３月31日）

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

55,000 5,000 －

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

 貸借対照表計上額（千円）

(1）その他有価証券  

非上場株式 13,500

(2）子会社株式 5,788
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当事業年度（2010年３月31日現在）

１．子会社株式及び関連会社株式　

　子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　関係会社株式5,788千円）は、市場価格がなく、時価を把握すること

が極めて困難と認められることから記載していません。

　

２．その他有価証券

 種類
貸借対照表計上額
（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が

取得原価を超えるも

の

(1）株式 303,048 159,022 144,026

(2）債券    

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 303,048 159,022 144,026

貸借対照表計上額が

取得原価を超えない

もの

(1）株式 － － －

(2）債券    

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

 合　計 303,048 159,022 144,026

（注）非上場株式（貸借対照表計上額　13,500千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから上表の「その他有価証券」には含まれていません。

３．当事業年度中に売却したその他有価証券（自2009年４月１日　至2010年３月31日）

種類 売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

(1）株式 － － －

(2）債券    

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

(3）その他 － － －

合　計 － － －
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（デリバティブ取引関係）

　前事業年度（自2008年４月１日　至2009年３月31日）　

１．取引の状況に関する事項

(1）取引の内容

　利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取引です。

(2）取引に対する取組方針

　デリバティブ取引は、短期的な売買差益を獲得する目的（トレーディング目的）や投機目的のために単独でデリバ

ティブ取引を利用することは行わない方針です。

(3）取引の利用目的

　当社は、市場金利動向を踏まえたうえで、資金調達コストの軽減を図るためにデリバティブ取引を利用しています。な

お、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っています。

①ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しています。また、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は、特例処

理を採用しています。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金の金利

③ヘッジ方針

　主として当社のリスク別管理方針に基づき、金利変動リスクをヘッジしています。

④ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段及びヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつ、ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動

又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定することができるため、ヘッジ有効性の判定は省略して

います。

(4）取引に係るリスクの内容

　デリバティブ取引は、市場金利の変動によるリスク（市場リスク）を有しています。しかし、現在の市場金利の動向を

考慮すると、金利の上昇によって当社が損失を被るリスクはほとんどないと認識しています。また、当社のデリバティ

ブ取引の契約先は、高い信用格付を有する金融機関であるため、相手方の契約不履行によるリスク（信用リスク）もな

いと認識しています。さらに当社は、取引の対象物の価格変動に対する当該取引の時価の変動率が大きい特殊な取引

（レバレッジのきいたデリバティブ取引）は利用していません。

(5）取引に係るリスク管理体制

　日常におけるデリバティブ取引の管理は、経理部内で行われます。また、取引の契約は取締役社長の、執行は担当取締

役の認可事項とし、執行後担当取締役に報告されます。

 

２．取引の時価等に関する事項

当社のデリバティブ取引は、全てヘッジ会計が適用されているため該当事項はありません。

　

　当事業年度（自2009年４月１日　至2010年３月31日）　

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　　該当事項はありません。

　

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　　金利関連

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
当事業年度（2010年３月31日）

契約額等
（千円）

契約額等のうち
１年超（千円）

時価
（千円）

当該時価の算
定方法　

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
借入金 1,150,000 750,000（注） ―　変動受取・固定支払

　（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている借入金と一体として処理されているため、その時

価は、当該借入金の時価に含めて記載しています。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、2009年４月１日より適格退職年金制度から確定給付企業年金制度（規約型）に移行しました。また、複数事業

主による厚生年金基金制度にも加入しています。

　要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次のとおりです。

(1）制度全体の積立状況に関する事項

 2008年３月31日現在 2009年３月31日現在

年金資産の額 86,580,872千円 69,600,521千円

年金財政計算上の給付債務の額 122,401,855千円 107,835,578千円

差引額 △35,820,982千円 △38,235,056千円

(2）制度全体に占める当社の給与総額割合

自2007年４月１日　至2008年３月31日  1.22％

自2008年４月１日　至2009年３月31日  1.20％

(3）補足説明

（2008年３月31日現在）

上記（1）の差引額の主な要因は、年金財政計算上の未償却過去勤務債務残高15,338,121千円及び繰越不足金

7,420,158千円です。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間20年の元利均等償却です。

また、年金財政上の繰越不足金については、財政再計算に基づき必要に応じて掛金率を引き上げる等の方法によっ

て処理されます。

なお、財政運営上使用する資産は、数理的評価を採用しているため、財政決算上計上されている負債勘定の資産評

価調整加算額13,062,703千円が、（1）の差引額に含まれています。

（2009年３月31日現在）

上記（1）の差引額の主な要因は、年金財政計算上の未償却過去勤務債務残高16,175,356千円及び繰越不足金

11,538,775千円です。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間20年（残存償却年数16年）の元利均等償却で

す。

また、年金財政上の繰越不足金については、財政再計算に基づき必要に応じて掛金率を引き上げる等の方法によっ

て処理されます。

なお、財政運営上使用する資産は、数理的評価を採用しているため、財政決算上計上されている負債勘定の資産評

価調整加算額10,520,924千円が、（1）の差引額に含まれています。

給付債務の額は、財政運営基準の改正内容を一年前倒し適用し、数理債務と最低責任準備金の合計から最低責任準

備金控除額14,598,021千円を控除しています。　

２．退職給付債務及びその内訳

 
前事業年度

(2009年３月31日現在)
当事業年度

(2010年３月31日現在)

(1）退職給付債務（千円） △522,883 △501,812

(2）年金資産（千円） 373,262 394,372

(3）未積立退職給付債務（千円） △149,621 △107,440

(4）会計基準変更時差異の未処理額（千円） 42,281 －

(5) 退職給付引当金(△)（千円） △107,339 △107,440

（注）当社は、従業員数が300人未満の小規模企業に該当しますので退職給付債務の計算に簡便法を採用しています。

３．退職給付費用の内訳

 
前事業年度

 (自　2008年４月１日
　 至　2009年３月31日)

当事業年度
  (自　2009年４月１日
　　至　2010年３月31日)

(1）勤務費用（千円） 151,295 1,198

(2）会計基準変更時差異の費用処理額（千円） 42,281 42,281

(3）退職給付費用（千円） 193,577 43,479

４．退職給付債務等の計算基礎

前事業年度（2009年３月31日現在）

会計基準変更時差異の処理年数 10年
　
当事業年度（2010年３月31日現在）

会計基準変更時差異の処理年数 10年
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（ストック・オプション等関係）

前事業年度（自2008年４月１日　至2009年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当事業年度（自2009年４月１日　至2010年３月31日）

　該当事項はありません。

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

項目
前事業年度

(2009年３月31日現在)
当事業年度

(2010年３月31日現在)

繰延税金資産   

未払事業税(千円) － 1,366

貸倒引当金損金算入限度超過額(千円) 8,220 7,710

賞与引当金損金算入限度超過額（千円） 15,000 15,038

賞与対象社会保険料否認（千円） 1,924 1,929

監査費用未払費用計上否認（千円） 1,714 －

退職給付引当金損金算入限度超過額（千円） 42,935 42,976

役員退職慰労引当金損金算入限度超過額（千円） 19,626 19,611

自己株式取得費否認（千円） 1,024 1,024

投資有価証券評価損否認（千円) 11,690 11,690

たな卸資産評価損（千円) 23,854 4,783

減損損失（千円) － 25,511

繰越欠損金（千円) 98,001 295,076

外国税額控除(千円) 2,070 3,071

繰延税金資産合計（千円） 226,063 429,790

繰延税金負債   

未収還付事業税容認（千円） △1,058 －

その他有価証券評価差額（千円） △4,084 △57,610

その他（千円） － △716

繰延税金負債合計（千円） △5,142 △58,326

評価性引当額（千円） △226,063 △429,790

繰延税金負債純額（千円） △5,142 △58,326

２．法定実効税率と税効果会計適用後法人税等負担率との差異原因の主な項目別内訳

項目
前事業年度

（自　2008年４月１日
至　2009年３月31日）

当事業年度
（自　2009年４月１日
至　2010年３月31日）

法定実効税率（％） 40.0 40.0

（調整）   

交際費等損金不算入項目（％） △0.3 △0.1

住民税均等割等（％） △1.4 △1.1

評価性引当額（％） △52.1 △40.7

過年度法人税等（％） △0.3 －

その他（％） △0.1 －

税効果会計適用後の法人税等負担率（％） △14.2 △1.9
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（持分法損益等）

前事業年度（自2008年４月１日　至2009年３月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自2009年４月１日　至2010年３月31日）

　該当事項はありません。
　

（企業結合等関係）

前事業年度（自2008年４月１日　至2009年３月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（自2009年４月１日　至2010年３月31日）

該当事項はありません。

（賃貸等不動産関係）

当事業年度（自2009年４月１日　至2010年３月31日）

　当社は、東京都において賃貸建物（土地を含む。）を有しています。当事業年度における当該賃貸等不動産に関する賃

貸損益は11,900千円（賃貸収益は営業外収益に、主な賃貸費用は営業外費用に計上）です。

　また、当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当事業年度増減額及び時価は、次のとおりです。

貸借対照表計上額（千円） 当事業年度末の時価

（千円）前事業年度末残高 当事業年度増減額 当事業年度末残高

240,243　 △549　 239,694　 120,409　

（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。

２．当事業年度増減額の減少額549千円は減価償却費です。

３．当事業年度末の時価は、一定の評価額等が適切に市場価格を反映していると考えられるため当該評価額を

もって時価としています。

（追加情報）

　当事業年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号　平成20年11月28日）

及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第23号　平成20年11月

28日）を適用しています。
　
【関連当事者情報】

前事業年度（自2008年４月１日　至2009年３月31日）

該当事項はありません。 

（追加情報）

当事業年度より「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及び「関連当

事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を適用しています。

 なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。

当事業年度（自2009年４月１日　至2010年３月31日）

該当事項はありません。 
　
（１株当たり情報）

前事業年度
（自　2008年４月１日
至　2009年３月31日）

当事業年度
（自　2009年４月１日
至　2010年３月31日）

１株当たり純資産額　　　　　　　　 　848.64 円 １株当たり純資産額　　　　　　　　　748.31 円

１株当たり当期純損失金額（△） 　　△103.70 円 １株当たり当期純損失金額（△）　　△126.91 円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載していません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載していません。

　（注）１株当たり当期純損失金額（△）の算定上の基礎は、次のとおりです。

 
前事業年度

（自　2008年４月１日
至　2009年３月31日）

当事業年度
（自　2009年４月１日
至　2010年３月31日）

１株当たり当期純損失金額（△）   

当期純損失（△）（千円） △432,035 △510,500

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純損失（△）（千円） △432,035 △510,500

期中平均株式数（株） 4,166,196 4,022,577
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　2008年４月１日
至　2009年３月31日）

当事業年度
（自　2009年４月１日
至　2010年３月31日）

2009年６月23日開催の取締役会において、会社法第165条第

３項の規定により読み替えて適用される同法156条の規定

に基づき、下記のとおり自己株式を取得することを決議し

ました。

(1）自己株式の取得を行う理由

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を行う

ため

(2）取得する株式の種類

当社普通株式

(3）取得する株式の総数

80,000株（上限）

(4）株式の取得価額の総額

36,000千円（上限）

(5）自己株式の取得の日程

2009年７月１日から2009年11月30日まで 

2010年６月22日開催の取締役会において、会社法第165条第

３項の規定により読み替えて適用される同法156条の規定

に基づき、下記のとおり自己株式を取得することを決議し

ました。

(1）自己株式の取得を行う理由

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を行う

ため

(2）取得する株式の種類

当社普通株式

(3）取得する株式の総数

80,000株（上限）

(4）株式の取得価額の総額

28,000千円（上限）

(5）自己株式の取得の日程

2010年７月１日から2010年11月30日まで 

2009年６月23日開催の取締役会において、次のとおり海外

子会社を設立することを決議しました。

１．設立の目的

当社は、従来のプラスチック製品の受注生産の業態に加

え、当社独自技術であるＲＨＣＭに立脚した技術ライセ

ンス複合企業としての業態拡大を目指しています。今後

も高い成長が期待される中国市場に、ライセンスビジネ

スの中核資源となるＲＨＣＭ金型や温調機の拡販を目的

とした子会社を設立し、グローバルな視点からの企画・

開発・販売を高め、さらなる事業拡大を図ることといた

しました。

２．設立する子会社の概要

(1）商号 

熱環塑模技術商貿（蘇州）有限公司　（予定）

（英文表記：RHCM Engineering Co., (Suzhou) Ltd.

（予定））

(2）代表者

董事長　　小野　大介（当社　代表取締役社長）

総経理　　宮内　博章（当社　取締役） 

(3）所在地

中国江蘇省昆山市

(4）設立年月日

2009年８月　（予定）

(5）主な事業内容

プラスチック化工用の装置、機械、金型、ソフトウエ

ア、特許・ノウハウ使用権の仕入れ販売及びそれらに

付帯するサービス

(6）決算期

12月 

(7）資本金

US$210,000

(8）出資比率

当社100％ 

2010年４月１日にシンガポール共和国法人であるFischer

Tech Ltd.（ＦＴ社）の実施した第三者割当増資を引き受

けました。

１．第三者割当引受の経緯

当社は、2010年２月10日にシンガポール共和国法人であ

るFischer Tech Ltd.（ＦＴ社）と資本業務提携契約を

締結し、それに伴い、当社は、2010年４月１日にＦＴ社が

実施した第三者割当増資を引き受けました。これにより

2011年３月期より同社は当社の持分法適用関連会社とな

る予定です。

２．資本提携の内容の概要

(1）取得株式の数 

普通株式　　42,893,177株

(2）取得価額　　

8,578千シンガポールドル

（日本円換算で５億80百万円）　

(3）所有割合

15.70％

３．ＦＴ社の概要

(1）商号

Fischer Tech Ltd.

(2）代表者

Tan Choon King（President&CEO）

(3）本店所在地

12 Loyang Way4, Loyang Industrial Estate,

Singapore 507602

(4）主な事業内容

自動車、スマートフォン、医療機器、コンピューター、

家電製品等向けのプラスチック成形品製造販売

(5）最近事業年度における業績の動向

（単位：百万シンガポールドル）　

　 2007年３月期　2008年３月期　2009年３月期　

売上高 143.8　 145.3　 129.6　

売上総利益 20.9　 9.3　 8.0　

営業利益 6.8　 △5.2　 △3.9　

当期純利益 5.6　 △5.1　 △4.1　
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前事業年度
（自　2008年４月１日
至　2009年３月31日）

当事業年度
（自　2009年４月１日
至　2010年３月31日）

―――――― 2010年４月２日開催の取締役会において、下記のとおり希

望退職者の募集を行うことを決議しました。

１．希望退職者の募集の理由

近年の深刻な経済環境の悪化により顧客のコスト低減や

海外への生産移転が進む等売上高、受注量の減少が続き、

当社を取り巻く経営環境の厳しさは増しています。

そのような中当社といたしましては、役員報酬の減額、工

場の統合による生産拠点の集約化、生産コストの削減、海

外企業との業務提携等生産体制の再構築と収益構造の改

善に向けた諸施策の実施を行ってまいりましたが、さら

なる経営合理化や人的資源の最適化を図るため希望退職

者の募集を決定しました。

２．希望退職者募集の概要

(1）募集人数 

40名程度

(2）募集対象者

2010年４月１日現在で勤続１年以上の正社員

（ライン管理職等は除く）　

(3）募集期間

2010年４月19日から2010年５月15日まで

(4）退職日

2010年６月30日

(5）優遇措置

通常の退職金に割増退職金を加算して支給する。ま

た、希望者に対しては、再就職支援を行う。

３．希望退職応募者数

40名

４．希望退職による損失の見込額

今回の希望退職者募集に伴う割増退職金等の総額は、１

億31百万円となり、2011年３月期の特別損失に計上する

予定です。

また、これにより、2011年３月期における人件費等の費用

は１億６百万円程度減少する見込みです。　
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証券
その他有

価証券

　マイタックテクノロジーコーポレーション 3,743,633 286,835

　㈱日立製作所 40,912 14,278

　㈱千葉カントリークラブ 4 13,500

五洋建設㈱ 15,000 1,935

計 3,799,549 316,548

 

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残高
（千円）

有形固定資産        

建物
3,671,814

　

62,032

　

121,645

(48,600)　

3,612,201

　

1,830,963

　

117,919

　

1,781,237

　

構築物
186,201

　

888

　

571

(571)　

186,517

　

99,886

　

9,224

　

86,630

　

機械及び装置
3,137,260

　

26,083

　

524,020

(13,327)　

2,639,323

　

1,850,041

　

205,169

　

789,282

　

車両運搬具 105,457 11,769 8,557 108,670 79,338 9,878 29,331

工具、器具及び備品
406,382

　

17,889

　

26,265

(1,008)　

398,006

　

334,313

　

37,174

　

63,692

　

土地 680,296 － 222,000 458,296 － － 458,296

建設仮勘定 701 － 701 － － － －

有形固定資産計
8,188,115

　

118,662

　

903,761

(63,507)　

7,403,015

　

4,194,544

　

379,366

　

3,208,471

　

無形固定資産        

ソフトウエア
100,218

　

－

　

1,211　

(271)　

99,006

　

83,062

　

7,651

　

15,944

　

電話加入権 2,910 － － 2,910 － － 2,910

無形固定資産計
103,128

　

－

　

1,211

(271)　
101,917 83,062 7,651 18,855

長期前払費用 2,359 － 629 1,730 － －
1,730

(471)　

投資不動産 － 242,350 － 242,350 2,655 549 239,694

　（注）１．有形固定資産の当期増加のうち主なものは次のとおりです。

建物　 西方工場/変電所改修工事　 21,240千円　　　　　　　　　　　　

２．有形固定資産の当期減少のうち主なものは次のとおりです。

建物　 西方工場/塗装関係設備撤去　 21,115千円　

　 投資不動産への振替　 20,350千円　
機械及び装置　 西方工場/塗装関係設備撤去　 124,180千円　
　 栃木工場/射出成形機等売却　 194,462千円　
土地　 投資不動産への振替　 222,000千円　

３．投資不動産の当期増加は次のとおりです。

建物 有形固定資産より振替　 20,350千円　
土地 有形固定資産より振替　 222,000千円　

４．「当期減少額」欄の（　）の金額は内数で減損損失の計上額です。

５．長期前払費用の（　）の金額は内数で１年以内に費用化される予定の長期前払費用であり、貸借対照表では

流動資産の「前払費用」に表示しています。

EDINET提出書類

小野産業株式会社(E00870)

有価証券報告書

49/58



【社債明細表】

　該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 650,000 750,000 1.31 －

１年内返済予定の長期借入金 1,082,0001,300,2422.21 －

１年内返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年内返済予定のものを除く。） 2,786,0002,372,4302.482010年～2015年

リース債務（１年内返済予定のものを除く。） － － － －

その他有利子負債 － － － －

合計 4,518,0004,422,672 － －

　（注）１．平均利率は、期末残高及びこれらに係わる利率の加重平均利率として計算しています。

２．長期借入金（１年内返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のとおりです。

 
１年超～２年以内
（千円）

２年超～３年以内
（千円）

３年超～４年以内
（千円）

４年超～５年以内
（千円）

長期借入金 1,151,826 610,992 524,158 85,454

 

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 9,270 7,997 － 9,270 7,997

賞与引当金 37,500 37,595 37,500 － 37,595

役員退職慰労引当金 49,066 7,892 7,930 － 49,028

　（注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額です。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①資産の部

１）現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 1,153

預金の種類  

当座預金 904,224

普通預金 46,325

定期預金 1,812,000

小計 2,762,550

合計 2,763,703

２）受取手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

ソニーイーエムシーエス(株) 210,618

栄研化学(株) 20,245

ＫＩＳＣＯ(株) 18,951

三菱電機ホーム機器(株) 5,124

ソニー(株) 2,533

その他 7,354

合計 264,827

(ロ）期日別内訳

期日別 金額（千円）

2010年４月 96,852

５月 57,503

６月 53,629

７月 53,064

８月 3,777

合計 264,827

３）売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

日立アプライアンス(株) 535,335

(株)東芝 424,505

ＫＩＳＣＯ(株) 64,905

(株)ヴァレオサーマルシステムズ 61,054

ソニーイーエムシーエス(株) 57,675

その他 302,363

合計 1,445,839

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

―――――
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
―――――
２

――――――
(B)

―――――
365

1,498,6845,792,4875,845,3321,445,839 80.17 92.77

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれています。
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４）商品及び製品

品目 金額（千円）

商品     

　輸入商品 10,624

　金型 1,080

　温調機 11,643

小計 23,348

製品     

　家電 28,038

　エレクトロニクス 26,766

　自動車 6,772

　その他製品 26,842

小計 88,420

合計 111,768

５）仕掛品

品目 金額（千円）

家電 35,919

エレクトロニクス 21,069

自動車 12,425

その他製品 1,184

合計 70,599

６）原材料及び貯蔵品

品目 金額（千円）

主要原材料  

ＡＢＳ樹脂 7,486

ＰＣ樹脂 1,231

ＰＣ/ＡＢＳ樹脂 5,588

ＰＳ樹脂 6,480

ＰＰ樹脂 5,165

その他樹脂 5,538

小計 31,489

燃料　Ａ重油等 3,210

補助材料  

植込金具・断熱シート他 22,245

小計 25,455

合計 56,945

②負債の部

１）支払手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

エレマテック(株) 126,809

東芝映像機器(株) 119,303

三菱商事プラスチック(株) 32,260

(株)日立ハイテクノロジーズ 31,832

(株)高久運輸 25,409

その他 393,034

合計 728,649

(ロ）期日別内訳

期日別 金額（千円）

2010年４月 232,384

５月 190,414

６月 155,623

７月 150,226

合計 728,649
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２）買掛金

相手先 金額（千円）

Fischer Tech Ltd. 32,826

ＫＩＳＣＯ(株) 31,250

(株)マイタックジャパン 27,824

豊通ケミプラス(株) 25,656

(株)日立ハイテクノロジーズ 22,039

その他 215,471

合計 355,069

　

３）設備関係支払手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

(株)名機製作所 5,229

(有)日向野自動車 1,990

トヨタＬ＆Ｆ栃木(株) 1,680

(株)カケンジェネックス 882

(株)板通 404

その他 204

合計 10,390

(ロ）期日別内訳

期日別 金額（千円）

2010年４月 7,624

５月 2,562

６月 204

７月 －

合計 10,390

 

（３）【その他】

①当事業年度における四半期情報

 

第１四半期

 (自 2009年４月１日

　至 2009年６月30日)

第２四半期

 (自 2009年７月１日

  至 2009年９月30日)

第３四半期

 (自 2009年10月１日

  至 2009年12月31日)

第４四半期

 (自 2010年１月１日

  至 2010年３月31日)

売上高（千円） 1,529,969 1,462,100 1,343,605 1,180,979

税引前四半期純損失

金額（千円）
△10,737 △119,036 △80,274 △290,788

四半期純損失金額

（千円）
△11,349 △124,816 △82,181 △292,153

１株当たり四半期純

損失金額（円）
△2.80 △30.90 △20.48 △73.33

②訴訟

　該当事項はありません。

③決算日後の状況

　特記事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

剰余金の配当の基準日
９月３０日

３月３１日

１単元の株式数 １,０００株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告

による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載ＵＲＬ

http://www.onosg.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。

　（注）　当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利及び第166条第１項の定めによ

る請求をする権利並びに募集株式又は募集新株予約権の割当を受ける権利以外の権利を有していません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。

(1) 自己株券買付状況報告書

報告期間(自　2009年６月１日　至　2009年６月30日)　 2009年７月10日関東財務局長に提出

報告期間(自　2009年７月１日　至　2009年７月31日)　 2009年８月７日関東財務局長に提出

報告期間(自　2009年８月１日　至　2009年８月31日)　 2009年９月11日関東財務局長に提出

報告期間(自　2009年９月１日　至　2009年９月30日)　 2009年10月９日関東財務局長に提出

報告期間(自　2009年10月１日　至　2009年10月31日)　 2009年11月11日関東財務局長に提出

報告期間(自　2009年11月１日　至　2009年11月30日)　 2009年12月10日関東財務局長に提出

報告期間(自　2009年12月１日　至　2009年12月31日)　 2010年１月12日関東財務局長に提出

報告期間(自　2010年１月１日　至　2010年１月31日)　 2010年２月10日関東財務局長に提出

報告期間(自　2010年２月１日　至　2010年２月28日)　 2010年３月10日関東財務局長に提出

報告期間(自　2010年３月１日　至　2010年３月31日)　 2010年４月９日関東財務局長に提出

報告期間(自　2010年４月１日　至　2010年４月30日)　 2010年５月10日関東財務局長に提出

報告期間(自　2010年５月１日　至　2010年５月31日)　 2010年６月10日関東財務局長に提出

(2) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書　

事業年度（第67期）(自　2008年４月１日　至　2009年３月31日)2009年６月24日関東財務局長に提出

(3) 内部統制報告書及びその添付書類

2009年６月24日関東財務局長に提出

(4) 四半期報告書及び確認書

（第68期第１四半期）（自　2009年４月１日　至　2009年６月30日）2009年８月11日関東財務局長に提出

（第68期第２四半期）（自　2009年７月１日　至　2009年９月30日）2009年11月13日関東財務局長に提出

（第68期第３四半期）（自　2009年10月１日　至　2009年12月31日）2010年２月12日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  2009年６月24日

小野産業株式会社   

 取締役会　御中   

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中村　嘉彦　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 構　　康二　　印

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

小野産業株式会社の2008年４月１日から2009年３月31日までの第67期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、小野産業株式

会社の2009年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　追記情報 

　重要な会計方針に記載されているとおり、当事業年度から、「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用している。 

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、小野産業株式会社の2009年３月31

日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成す

る責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、

財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、小野産業株式会社が2009年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部統

制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係

る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しています。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  2010年６月23日

小野産業株式会社   

 取締役会　御中   

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中村　嘉彦　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 構　　康二　　印

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

小野産業株式会社の2009年４月１日から2010年３月31日までの第68期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、小野産業株式

会社の2010年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、小野産業株式会社の2010年３月31

日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成す

る責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、

財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、小野産業株式会社が2010年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部統

制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係

る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しています。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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